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■調査目的
 アジア地域 (インドネシア、シンガポール、タイ、フィリピン、マレーシア、ベトナム、ミャンマー、中国、台湾およびインド等) に進出している日系企業にお

けるリスクマネジメントの対応状況、不正への取組み状況を把握し、現状の基礎的データを得ること
 調査の実施および結果の開示を通じ、アジア進出日系企業における「リスクマネジメント」の認識を高め、日系企業の経営に貢献すること

■調査対象企業
 インドネシア、シンガポール、タイ、フィリピン、マレーシア、ベトナム、ミャンマー、中国、台湾およびインド等に進出している日系企業の関係会社 (地域

統括会社含む)

[回答件数(2019年‐2022年は過去調査における回答件数)]

■調査方法
 Webによる調査を実施 (2023年11月9日～12月10日)

■調査項目
【第1部】アジアにおけるリスクマネジメント概況
【第2部】アジアにおける不正の発生状況

調査目的と調査対象企業等

Indonesia Singapore Thailand Philippines Malaysia Vietnam Myanmar China Taiwan India Other Total

2019 69 74 103 15 69 49 53 99 39 0 32 602

2020 79 88 130 35 73 45 63 61 42 38 0 654

2021 103 104 160 38 54 66 8 123 48 13 0 717

2022 104 106 168 28 70 30 31 129 53 0 1 720

2023 142 144 166 19 79 32 5 160 35 28 25 835
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※本資料の図表の数値は小数点第2位を四捨五入

調査回答者（1/2）

43.4%

15.7%

22.3%

7.4%

6.3%
4.9%

回答企業の売上規模
50億円未満

50億円以上100億円未満

100億円以上500億円未満

500億円以上1,000億円未満

1,000億円以上5,000億円未満

5,000億円以上

48.6%

19.4%

7.7%

5.1%

4.2%
4.2%

2.5%
1.9%

1.6%
1.1%

3.7%

業種別回答数
製造

卸・商社

金融

サービス

陸・海・空運

情報・通信

小売・流通

農林・水産・鉱業・建設

不動産

電気・ガス

その他
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45.1%

29.1%

25.7%

回答者の部署

経営者
経理・財務部
その他

40.0%

33.4%

10.8%

15.8%

回答企業の従業員数

100名未満
100～500名未満
500～1,000名未満
1,000名以上

※本資料の図表の数値は小数点第2位を四捨五入

調査回答者（2/2）
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調査結果の総括
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2019 2020 2021 2022 2023

人材流出、人材獲得困難による人材不足

人件費高騰

市場における価格競争

原材料ならびに原油価格の高騰

従業員の不正・贈収賄等

為替変動

事業に影響するテクノロジーの変革

サイバー攻撃・ウイルス感染等による情報漏えい

グループガバナンスの不全

サプライチェーン寸断

人材流出・人材不足に関するリスクが引き続き首位、人件費高騰、市場における価格
競争が上位となり、原材料・原油価格の高騰リスクは割合が昨年から大きく低下
 従業員の不正・贈収賄等が高いリスクとして再度認識され始めている
 昨年までリスクと認識されていたパンデミックは大きくランクを下げ圏外となる

優先して着手が必要な上位3リスク(アジア, リスク分類別)
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費用・収益期間帰属操作
小切手に関する不正支払

負債・費用の隠蔽
談合・カルテル

不適切な資産評価等
給与に関する不正支払

不適切な収益認識
売上入金に関する不正

その他
違法な利益相反
現預金の窃盗

賄賂
情報の不正利用、不正な報告

購買に関する不正支払
在庫・その他資産横領
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2023

2022

2021

回答者の約4分の1強が不正顕在化またはその懸念を認識し、その割合も増加している

 不正顕在化、または懸念ありが昨年度より4.5%増加している(表1)
 不正が発覚した部署の傾向は変わらず営業部が首位(表2)
 不正の種類については、経費に関する不正支払が昨年から大きく増加し首位、在庫・その他資産横領、購買・経費に関す

る不正支払も引き続き上位となっている。 (表3)
(表1)過去三年間の不正発覚の有無

(内側から2021年、2022年、 2023年)

(表3)不正の種類
不正顕在化またはその懸念あり

不正顕在化懸念なし

(表2)不正が発覚した部署
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【第1部】
アジアにおけるリスクマネジメント概況
1. 優先して着手が必要な上位3リスク
2. 今後一年程度を見越して必要なリスク対策
3. 現在不足し改善に取り組んでいる機能

アジア進出日系企業におけるリスクマネジメントおよび不正の実態調査 年版20239
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本調査ではリスクの種類を以下に挙げ、各項目を選択する方式を採用した
本調査で利用したリスクの種類(本調査結果中の①～⑪の番号は、以下の分類を意図する)

①政治・地政学関連
1 朝鮮半島情勢
2 中国・ロシアにおけるテロ、政治情勢
3 東南・南アジアにおけるテロ、政治情勢
4 北米・南米におけるテロ、政治情勢
5 欧州におけるテロ、政治情勢
6 アフリカにおけるテロ、政治情勢
7 中東・中央アジアにおけるテロ・政治情勢
8 米中貿易摩擦の激化

➁環境・自然災害関連
9 異常気象(洪水・暴風など)、大規模な自然災害(地震・津波・火山爆発・地磁気嵐)

10 気候変動の緩和・適応の失敗
11 大規模な生物多様性の喪失と生態系の崩壊
12 人為的な環境損害・災害
13 疫病の蔓延(パンデミック)等の発生
14 資源循環型社会への移行

③経済環境関連
15 金融危機
16 財政難
17 為替変動
18 市場における価格競争
19 原材料ならびに原油価格の高騰

④社会課題関連
20 人権侵害
21 少子高齢化
22 貧富の格差(貧困問題)
23 都市への人口の集中
24 安全衛生問題
25 治安問題
26 公務員の腐敗

⑤技術動向関連
27 事業に影響するテクノロジーの変革

⑥法律・規制関連
28 環境関連法規制違反
29 知的財産関連法規制違反
30 労働関連法規制違反
31 会計・税務関連法規制違反
32 事業固有の業法・規制への違反
33 訴訟被害
34 貿易コンプライアンス違反（貿易規制・経済制裁含む）

⑦ガバナンス関連
35 経営の機能不全
36 子会社に対するガバナンス不全
37 買収後の事業統合不全

⑧不正関連
38 金融犯罪
39 財務報告の虚偽記載
40 非財務報告の虚偽記載
41 カルテル談合等の組織不正
42 役員の不正・贈収賄等
43 従業員の不正・贈収賄等

⑨製品/サービスおよびオペレーション関連
44 サプライチェーン寸断
45 リコール
46 製品/サービスの品質チェック体制の不備
47 設備事故
48 顧客対応の不備
49 業務運用ミスによる多額損失発生

⑩システム関連
50 サイバー攻撃・ウイルス感染等による情報漏えい
51 サイバー攻撃・ウイルス感染等による大規模システムダウン

⑪人材・労務関連
52 人材流失、人材獲得の困難による人材不足
53 人件費高騰
54 過労死、長時間労働等労務問題の発生
55 労使問題
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 「従業員の不正・贈収賄等」「事業に影響するテクノロジーの変革」「グループガバナンスの不全」は前年から比較し、ランキングが大きく上昇
している。

 「原材料ならびに原油価格の高騰」等もTOP3からは後退するものの継続的にランクインしている。
 「サプライチェーン寸断」は昨年と比較し、順位が低下している

Q1.1優先して着手が必要なリスク(上位3項目回答)

人材流出・人材不足に関するリスクが昨年に引き続き首位となり、続いて人件費高騰が
順位を上げて2位、市場における価格競争は昨年に引き続き3位となっている

アジア拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度

第1位 人材流出、人材獲得困難による人材不足 27.9%（2） 30.8%（1） 35.1%

第2位 人件費高騰 14.5%（6） 19.4%（4） 26.9%

第3位 市場における価格競争 19.4%（4） 20.8%（3） 24.7%

第4位 原材料ならびに原油価格の高騰 26.8%（3） 28.5%（2） 15.9%

第5位 従業員の不正・贈収賄等 13.9%（7） 7.8%（12） 13.7%

第6位 為替変動 7.8%（11） 18.3%（5） 13.5%

第7位 事業に影響するテクノロジーの変革 11.0%（8） 9.7%（11） 13.1%

第8位 サイバー攻撃・ウイルス感染等による情報漏えい 10.0%（9） 11.0%（9） 11.4%

第9位 グループガバナンスの不全 7.3%（13） 6.3%（16） 9.8%

第10位 サプライチェーン寸断 17.2%（5） 13.9%（6） 9.5%

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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Q1.2優先して着手が必要なリスクの業種別比較（製造、卸・商社、金融）

人材流失、人材獲得の困難による人材不足が全体における共通課題として認識されてい
る

アジア全体 製造 卸・商社 金融

第1位 人材流失、人材獲得の困難に
よる人材不足 35.1% 人材流失、人材獲得の困難に

よる人材不足 32.5% 人材流失、人材獲得の困難に
よる人材不足 36.4% 人材流失、人材獲得の困難に

よる人材不足 31.3%

第2位 人件費高騰 26.9% 市場における価格競争 30.3% 市場における価格競争 26.5% 金融危機 31.3%

第3位 市場における価格競争 24.7% 人件費高騰 29.6% 人件費高騰 24.7% サイバー攻撃・ウイルス感染等に
よる情報漏えい 23.4%

第4位 原材料ならびに原油価格の高
騰 15.9% 原材料ならびに原油価格の高

騰 24.1% 為替変動 19.1% 人件費高騰 17.2%

第5位 従業員の不正・贈収賄等 13.7% 従業員の不正・贈収賄等 14.5% サプライチェーン寸断 13.0% サイバー攻撃・ウイルス感染等に
よる大規模システムダウン 15.6%

第6位 為替変動 13.5% 事業に影響するテクノロジーの
変革 14.3% 中国・ロシアにおけるテロ、政治

情勢 13.0% 事業固有の業法・規制への違
反 15.6%

第7位 事業に影響するテクノロジーの
変革 13.1% 製品/サービスの品質チェック体

制の不備 12.6% 原材料ならびに原油価格の高
騰 12.3% 金融犯罪 15.6%

第8位 サイバー攻撃・ウイルス感染等に
よる情報漏えい 11.4% 為替変動 12.3% サイバー攻撃・ウイルス感染等に

よる情報漏えい 12.3% 事業に影響するテクノロジーの
変革 14.1%

第9位 グループガバナンス不全 9.8% サプライチェーン寸断 11.8% 従業員の不正・贈収賄等 11.7% 市場における価格競争 12.5%

第10位 サプライチェーン寸断 9.5% グループガバナンス不全 8.9% 会計・税務関連法規制違反 11.1% 為替変動 12.5%
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Q2.1今後一年程度を見越して必要なリスク対策(上位3項目回答)

企業戦略の見直し、内部統制強化が引き続きの優先課題として認識されるとともに、新
製品・サービス開発といったリスク対策も上位に浮上している

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

アジア拠点が考えるリスク対策 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 企業戦略の見直し 32.1%(1) 26.8%(2) 31.3%

第2位 内部統制強化 26.1%(3) 23.1%(3) 26.9%

第3位 新商品・サービス開発 18.1%(5) 19.7%(4) 25.3%

第4位 コスト削減 28.9%(2) 27.9%(1) 23.7%

第5位 人材育成計画の見直し 16.5%(7) 19.2%(5) 21.0%

第6位 給与・処遇の見直し 13.5%(9) 17.1%(8) 19.5%

第7位 業務プロセスの標準化 17.2%(6) 17.5%(6) 18.9%

第8位 組織再編 13.8%(8) 10.6%(11) 14.6%

第9位 危機管理体制強化 19.0%(4) 17.2%(7) 12.9%

第10位 サイバーセキュリティ強化 4.5%(20) 13.5%(9) 12.5%

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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Q2.2リスク対策の業種別比較（製造、卸・商社、金融）

全体では企業戦略の見直しが最も重要なリスク対策として認識されているが、製造業はコ
スト削減が最も重視されている

アジア全体 製造 卸・商社 金融

第1位 企業戦略の見直し 31.3% コスト削減 32.8% 企業戦略の見直し 34.6% 企業戦略の見直し 39.1%

第2位 内部統制強化 26.9% 企業戦略の見直し 29.1% 新商品・サービス開発 26.5% 内部統制強化 29.7%

第3位 新商品・サービス開発 25.3% 新商品・サービス開発 26.1% 業務プロセスの標準化 23.5% 新商品・サービス開発 26.6%

第4位 コスト削減 23.7% 内部統制強化 25.6% 給与・処遇の見直し 21.6% サイバーセキュリティ強化 23.4%
（同率4
位）第5位 人材育成計画の見直し 21.0% 人材育成計画の見直し 19.2% 内部統制強化 21.0%

（同率5
位）

危機管理体制強化

第6位 給与・処遇の見直し 19.5% 給与・処遇の見直し 18.5% 人材育成計画の見直し 人材育成計画の見直し 17.2%
（同率6
位）第7位 業務プロセスの標準化 18.9% 業務プロセスの標準化 17.0% 組織再編 20.4% 給与・処遇の見直し

第8位 組織再編 14.6% 工場の自動化 14.3% コスト削減 15.4% 資金最適化
15.6%
（同率8
位）第9位 危機管理体制強化 12.9%

製造工程/工場の柔軟性
向上（例：緊急時の他工

場での代理製造）
11.8% システムの見直し・導入

12.3%
（同率9
位）

システムの見直し・導入

第10位 サイバーセキュリティ強化 12.5% 危機管理体制強化 11.6% サイバーセキュリティ強化 業務プロセスの標準化 14.1%
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Q3.1現在不足し改善に取り組んでいる機能(アジア複数回答)

昨年からTOP3の構成機能は変化せず、引き続き地域戦略立案、デジタル推進、新規事
業開発の機能強化が推進されている

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

現在不足し改善に取り組んでいる機能 2022年度 2023年度
第1位 地域戦略立案機能 37.2%（2） 40.5%

第2位 デジタル推進機能 39.0%（１） 37.5%

第3位 新規事業開発機能 28.3%（3） 36.9%

第4位 コンプライアンス推進機能 27.4%（4） 29.3%

第5位 セキュリティ推進機能 23.5%（5） 22.8%

第6位 内部監査機能 19.0%（7） 22.5%

第7位 統合リスク管理機能 21.3%（6） 21.2%

第8位 ESG, サステナビリティ推進機能 15.0%（9） 16.4%

第9位 サードパーティーリスク管理（サプライヤー、ディラー等） 15.3%（8） 13.1%

第10位 その他 4.0%（10） 2.0%
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Q3.2現在不足し改善に取り組んでいる機能の業種別比較（製造、卸・商社、金融）

全業種において順位は異なるもののデジタル推進、地域戦略立案、新規事業開発が上位
となっている

アジア全体 製造 卸・商社 金融

第1位 地域戦略立案機能 40.5% 地域戦略立案機能 38.7% デジタル推進機能 49.4% デジタル推進機能 39.1%

第2位 デジタル推進機能 37.5% デジタル推進機能 35.2% 地域戦略立案機能 48.1% 新規事業開発機能 39.1%

第3位 新規事業開発機能 36.9% 新規事業開発機能 34.7% 新規事業開発機能 47.5% 地域戦略立案機能 32.8%

第4位 コンプライアンス推進機能 29.3% コンプライアンス推進機能 29.8% コンプライアンス推進機能 27.2% セキュリティ推進機能 31.3%

第5位 セキュリティ推進機能 22.8% 内部監査機能 22.9% セキュリティ推進機能 25.3% コンプライアンス推進機能 29.7%

第6位 内部監査機能 22.5% 統合リスク管理機能 20.7% 統合リスク管理機能 19.8% 統合リスク管理機能 26.6%

第7位 統合リスク管理機能 21.2% セキュリティ推進機能 19.5% 内部監査機能 17.3% 内部監査機能 17.2%

第8位 ESG, サステナビリティ推進
機能 16.4% ESG, サステナビリティ推進

機能 17.5% ESG, サステナビリティ推進
機能 16.0%

サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
17.2%

第9位 サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等） 13.1%

サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
12.8%

サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
13.6% ESG, サステナビリティ推進

機能 14.1%

第10位 その他 2.0% その他 2.5% その他 1.2% その他 1.6%
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Q3.3現在不足し改善に取り組んでいる機能の職層別比較

デジタル推進、地域戦略立案機能は共通課題であり、マネジメントは新規事業開発機能
を求める一方、スタッフはコンプライアンス機能に課題感を持っている

経営者・役員が考える必要機能 正社員（管理職）、正社員（非管理職）、その他が考える必要機能

地域戦略立案機能 43.0% 第1位 地域戦略立案機能 38.4%

新規事業開発機能 42.4% 第2位 デジタル推進機能 36.2%

デジタル推進機能 39.0% 第3位 コンプライアンス推進機能 33.6%

コンプライアンス推進機能 24.1% 第4位 新規事業開発機能 32.3%

内部監査機能 22.3% 第5位 セキュリティ推進機能 25.3%

セキュリティ推進機能 19.6% 第6位 統合リスク管理機能 24.0%

統合リスク管理機能 17.8% 第7位 内部監査機能 22.7%

ESG, サステナビリティ推進機能 15.6% 第8位 ESG, サステナビリティ推進機能 17.0%

サードパーティーリスク管理（サプライヤー、ディラー等）
機能 13.3% 第9位 サードパーティーリスク管理（サプライヤー、ディラー等）機

能 12.9%

その他 1.9% 第10位 その他 2.2%
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【第2部】
アジアにおける不正の発生状況
1. 過去三年間の不正発覚の有無
2. 不正の種類
3. 不正が発覚した部署
4. 不正の発覚経緯
5. 不正に関与した犯行者の職位

アジア進出日系企業におけるリスクマネジメントおよび不正の実態調査 年版202318



© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

Q1 過去三年間の不正顕在化またはその懸念の有無

前年から不正顕在化またはその懸念は増加しているとしていると回答した国・地域が多く、
特にタイ、フィリピン、マレーシアにおいてはその割合が大きく増加している

不正顕在化またはその懸念あり
不正顕在化懸念なし

※円グラフの内側から順に2021年、2022年、
2023年の結果。

※インドは2022年はデータがないため、不正
顕在化懸念なしとして表示

※ミャンマーはサンプル数が少ないため参考値

27.6%
72.4% 23.3%

76.7%

27.6%

72.4%

アジア

37.9%

62.1%

28.8%

71.2%

31.9%

68.1%

インドネシア

15.4%

84.6%

17.0%

83.0%

15.6%

84.4%

シンガポール

24.4%

75.6%

22.0%

78.0%

35.9%

64.1%

タイ

47.4%
52.6%

17.9%

82.1%

44.4%

55.6%

フィリピン

14.8%

85.2%

10.0%

90.0%

25.0%

75.0%

マレーシア

42.4%
57.6%

36.7%

63.3%

29.0%

71.0%

ベトナム

33.3%

66.7%

31.8%

68.2%

28.2%

71.8%

中国

12.5%

87.5%

18.9%

81.1%

20.6%

79.4%

台湾
0.0%

100.0
%

29.0
%

71.0
%

80.0
%

20.0
%

ミャンマー

23.1%

76.9%

100.0%

21.4%

78.6%

インド
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昨年に比べ増加している経費に関する不正支払については、減少傾向から反転し傾向が
変わったこともあり、今後の動向を注視する必要がある

Q2.1不正の種類 (アジア/前年比較複数回答)

注)複数回答可であるため年の合計が100%とならない

5.6%

1.5%

2.0%

1.5%

2.0%

8.6%

5.1%

9.1%

6.1%

11.6%

9.6%

21.2%

9.6%

27.8%

29.3%

26.3%

4.8%

1.8%

0.0%

3.6%

1.8%

3.6%

4.2%

9.5%

8.3%

8.9%

13.7%

22.6%

13.1%

25.0%

26.8%

23.8%

0.9%

1.3%

1.7%

2.2%

2.2%

3.5%

5.2%

7.0%

7.4%

9.1%

11.3%

15.2%

15.2%

23.5%

23.5%

28.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

費用・収益期間帰属操作

小切手に関する不正支払

負債・費用の隠蔽

談合・カルテル

不適切な資産評価等

給与に関する不正支払

不適切な収益認識

売上入金に関する不正

その他

違法な利益相反

現預金の窃盗

賄賂

情報の不正利用、不正な報告

購買に関する不正支払

在庫・その他資産横領

経費に関する不正支払

2023

2022

2021
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Q2.2国・地域別の顕在化不正 (複数回答)

国・地域により割合に差はあるが、在庫・その他資産横領、購買・経費に関する不正支払
いの不正が多く見受けられる

注)リスクの順番はアジアでの順位に則している
ミャンマーはサンプル数が少ないため参考値

28.3%

13.3%

12.5%

36.2%

25.0%

56.3%

33.3%

25.0%

14.0%

14.3%

16.7%

23.5%

33.3%

25.0%

10.3%

25.0%

12.5%

33.3%

0.0%

32.0%

14.3%

50.0%

23.5%

31.1%

25.0%

22.4%

37.5%

6.3%

11.1%

50.0%

42.0%

28.6%

16.7%

15.2%

15.6%

29.2%

12.1%

25.0%

6.3%

0.0%

0.0%

14.0%

57.1%

0.0%

15.2%

22.2%

4.2%

10.3%

0.0%

6.3%

22.2%

0.0%

26.0%

0.0%

33.3%

11.3%

6.7%

8.3%

19.0%

50.0%

12.5%

11.1%

50.0%

0.0%

0.0%

16.7%

9.1%

2.2%

4.2%

12.1%

25.0%

12.5%

11.1%

0.0%

10.0%

0.0%

33.3%

7.4%

4.4%

16.7%

8.6%

25.0%

6.3%

11.1%

0.0%

2.0%

0.0%

0.0%

7.0%

6.7%

12.5%

6.9%

25.0%

6.3%

0.0%

0.0%

6.0%

0.0%

0.0%

5.2%

4.4%

16.7%

1.7%

0.0%

0.0%

11.1%

0.0%

6.0%

14.3%

0.0%

アジア

インドネシア

シンガポール

タイ

フィリピン

マレーシア

ベトナム

ミャンマー

中国

台湾

インド

在庫・その他資産横領

購買に関する不正支払

経費に関する不正支払

情報の不正利用、不正な報告

賄賂

現預金の窃盗

違法な利益相反

その他

売上入金に関する不正

不適切な収益認識

給与に関する不正支払

不適切な資産評価等

談合・カルテル

負債・費用の隠蔽

小切手に関する不正支払

費用・収益期間帰属操作
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Q2.3業種別(製造/卸・商社/金融)の顕在化不正 (複数回答)

製造業では在庫・その他資産横領、卸・商社、金融は経費に関する不正支払が首位であ
る

注)リスクの順番は製造業での順位に則している

34.8%

9.5%

14.3%

27.0%

23.8%

0.0%

27.0%

26.2%

28.6%

15.7%

14.3%

14.3%

12.2%

26.2%

14.3%

8.7%

2.4%

23.8%

6.1%

7.1%

14.3%

4.3%

19.0%

9.5%

3.5%

4.8%

0.0%

3.5%

7.1%

0.0%

2.6%

4.8%

0.0%

1.7%

2.4%

0.0%

1.7%

0.0%

4.8%

1.7%

2.4%

4.8%

0.9%

9.5%

23.8%

0.0%

0.0%

0.0%

製造

卸・商社

金融

在庫・その他資産横領

購買に関する不正支払

経費に関する不正支払

賄賂

情報の不正利用、不正な報告

現預金の窃盗

その他

違法な利益相反

給与に関する不正支払

不適切な収益認識

不適切な資産評価等

小切手に関する不正支払

談合・カルテル

負債・費用の隠蔽

売上入金に関する不正

費用・収益期間帰属操作
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Q3.1不正が発覚した部署 (アジア複数回答)

前年度首位であった営業部が引き続き首位であり、営業部での不正リスクの高さと不正を
防止・発見する統制の必要性が示唆、また製造における不正伸長も注視が必要

注)複数回答可であるため合計が100%とならない

2.0%

2.0%

0.5%

4.1%

19.3%

3.6%

1.0%

10.2%

7.1%

8.6%

4.6%

13.2%

15.2%

18.8%

25.9%

39.6%

0.0%

0.6%

1.2%

1.8%

2.4%

4.2%

4.8%

5.4%

6.0%

6.5%

7.7%

12.5%

16.7%

22.6%

29.8%

40.5%

0.9%

1.3%

0.4%

2.6%

1.3%

3.5%

1.7%

5.7%

5.7%

10.9%

6.1%

10.9%

13.5%

24.8%

22.6%

35.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

法務部

研究開発部

内部監査部

お客様サポート部

その他

システム部

品質管理部

人事部

マーケティングまたは渉外部

経営者

生産管理部

物流部

経理・財務部

製造部

購買部

営業部

2023年
2022年
2021年
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5.1%

4.0%

3.5%

9.6%

7.1%

17.2%

15.7%

22.7%

25.8%

26.8%

60.1%

0.0%

1.8%

4.2%

5.4%

7.1%

8.9%

14.3%

17.3%

22.6%

33.3%

62.5%

0.0%

1.7%

3.5%

5.2%

4.3%

10.9%

12.6%

18.7%

22.6%

25.2%

64.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他

税務調査／監督官庁の指摘

自白

外部監査

システム統制

担当者の異動・退職等

偶然

外部からの通報

内部監査

業務プロセスによる統制活動

内部からの通報

2023

2022

2021

Q4 不正の発覚経緯 (アジア複数回答)

内部からの通報による不正の発覚が昨年に引き続き上位であり、業務プロセスによる統制
活動も引き続き上位となり、偶然の割合は減少している

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない
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不正に関与した犯行者の職位 (2022年度)

管理職以上の不正の関与が半数近くを占め、非管理職のみならず、経営者・役員および
管理職への統制状況も留意する必要がある

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

経営者・役員
8.3%

正社員―管理
職 36.4%正社員―非管理職

50.4%

パート・アルバイト・派遣社員 4.8%

不正に関与した犯行者の職位 (2023年度)

経営者・役員
6.6%

正社員―管理職
39.1%正社員―非管理職

47.0%

パート・アルバイト・派遣社員
7.3%
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【Appendix 1】
各国・地域におけるリスクマネジメント
1. マネジメント対象としているリスクの種類
2. 優先して着手が必要な上位3リスク
3. 今後1年程度を見越して必要なリスク対策
4. 現在不足し改善に取り組んでいる機能
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人材流出、人材獲得困難による人材不足
人件費高騰
市場における価格競争
原材料ならびに原油価格の高騰
従業員の不正・贈収賄等
為替変動
事業に影響するテクノロジーの変革
サイバー攻撃・ウイルス感染等による情報漏えい
グループガバナンスの不全
サプライチェーン寸断

優先して着手が必要な上位3リスク (アジア, 2023年TOP10推移)

人材関連のリスクが上位となる一方、原材料・原油価格の高騰、為替変動といったリスク
が昨年から比較し低下している

注)上位3リスク選択のため年の合計が100%とならない
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 「人材流出、人材獲得の困難による人材不足」、「市場における価格競争」が前年に続き上位にランクインしている。
 「従業員の不正・贈収賄等」、「サイバー攻撃・ウイルス感染等による情報漏えい」に対する関心は前年から比較し、ランキングが上昇してい
る。

 「原材料ならびに原油価格の高騰」も首位からは順位を下げるものの継続的に上位にランクインしている。

タイ：Q1.1 優先して着手が必要なリスク(上位3項目回答)

人材流出・人材不足および市場における価格競争は昨年に続き上位となり、人件費高騰
が3位に浮上している

タイ拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 人材流出、人材獲得困難による人材不足 26.9%(3) 31.5%(2) 33.7%

第2位 市場における価格競争 22.5%(4) 25.0%(3) 28.3%

第3位 人件費高騰 10.6%(8) 20.2%(4) 25.9%

第4位 原材料ならびに原油価格の高騰 30.6%(2) 42.9%(1) 22.3%

第5位 事業に影響するテクノロジーの変革 15.0%(7) 13.7%(7) 16.9%

第6位 従業員の不正・贈収賄等 10.6%(8) 4.8%(17) 14.5%

第7位 サイバー攻撃・ウイルス感染等による情報漏えい 6.3%(16) 8.9%(10) 13.9%

第8位 為替変動 8.8%(10) 19.0%(5) 13.3%

第9位 サプライチェーン寸断 15.6%(5) 16.7%(6) 12.7%

第10位 製品/サービスの品質チェック体制の不備 15.6%(5) 10.7%(8) 10.2%

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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 「人材流出、人材獲得の困難による人材不足」昨年に続き首位。
 「人件費高騰」、「サイバー攻撃・ウイルス感染等による情報漏えい」「経営の機能不全」に対する関心は前年から比較し、ランキングが4位
以上上昇している。

 「市場における価格競争」「原材料ならびに原油価格の高騰」等もTOP3からは劣後するものの継続的にランクインしている。

シンガポール：Q1.1 優先して着手が必要なリスク(上位3項目回答)

人材流出・人材不足に関するリスクが昨年に続き首位、人件費高騰やグループガバナンス
の不全リスク等が上位に浮上

シンガポール拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 人材流出、人材獲得困難による人材不足 30.8%(1) 44.3%(1) 41.7%

第2位 人件費高騰 11.5%(8) 15.1%(6) 33.3%

第3位 グループガバナンスの不全 19.2%(5) 17.0%(5) 20.8%

第4位 市場における価格競争 22.1%(4) 19.8%(3) 18.1%

第5位 事業に影響するテクノロジーの変革 15.4%(7) 13.2%(7) 15.3%

第6位 サイバー攻撃・ウイルス感染等による情報漏えい 25.0%(3) 18.9%(4) 15.3%

第7位 原材料ならびに原油価格の高騰 17.3%(6) 20.8%(2) 14.6%

第8位 サイバー攻撃・ウイルス感染等による大規模システムダウン 8.7%(11) 5.7%(18) 11.1%

第9位 経営の機能不全 3.8%(23) 7.5%(14) 9.7%
（同率9位）為替変動 8.7%(11) 11.3%(8)

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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インドネシア：Q1.1 優先して着手が必要なリスク(上位3項目回答)

人材流出、人材獲得困難による人材不足が昨年度から順位をあげて首位、次いで従業
員の不正・贈収賄リスクも順位をあげ、人件費高騰リスクは引き続き上位

インドネシア拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 人材流出、人材獲得困難による人材不足 12.6%(7) 15.4%(4) 31.0%

第2位 従業員の不正・贈収賄等 16.5%(5) 14.4%(5) 23.2%

第3位 人件費高騰 21.4%(3) 18.3%(3) 22.5%

第4位 為替変動 8.7%(12) 19.2%(2) 19.7%

第5位 市場における価格競争 17.5%(4) 14.4%(5) 17.6%
（同率5位）グループガバナンスの不全 1.9%(33) 5.8%(17)

第7位 会計・税務関連法規制違反 15.5%(6) 8.7%(13) 16.9%

第8位 原材料ならびに原油価格の高騰 29.1%(1) 26.0%(1) 13.4%

第9位 東南・南アジアにおけるテロ、政治情勢 7.8%(13) 11.5%(7) 12.0%

 「人材流出、人材獲得の困難による人材不足」が昨年から順位を上げて首位。
 「グループガバナンスの不全」「会計・税務関連法規制違反」は昨年からランキングが大きく上昇している。
 「原材料ならび原油価格の高騰」は昨年度首位から8位にランクが下降している。

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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 「人材流出、人材獲得の困難による人材不足」、「人件費高騰」等、人材関連が継続的に上位にランクインしている。
 「事業に影響するテクノロジーの変革」に対する関心はランキングが大きく上昇している。
 「原材料ならびに原油価格の高騰」のランクは2位から5位に下降している。

マレーシア：Q1.1 優先して着手が必要なリスク(上位3項目回答)

人材流出・人材不足に関するリスクが昨年に続いて首位、市場における価格競争が
2位に浮上、人件費高騰リスクは引き続き3位となっている

マレーシア拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 人材流出、人材獲得困難による人材不足 50.0%(1) 48.6%(1) 46.8%

第2位 市場における価格競争 16.7%(5) 25.7%(4) 29.1%

第3位 人件費高騰 14.8%(6) 27.1%(3) 26.6%

第4位 為替変動 9.3%(8) 20.0%(5) 25.3%

第5位 事業に影響するテクノロジーの変革 9.3%(8) 5.7%(15) 20.3%
（同率5位）原材料ならびに原油価格の高騰 40.7%(2) 31.4%(2)

第7位 サプライチェーン寸断 37.0%(3) 15.7%(6) 13.9%

第8位 製品/サービスの品質チェック体制の不備 13.0%(7) 8.6%(10) 12.7%

第9位 サイバー攻撃・ウイルス感染等による大規模システムダウン 1.9%(21) 7.1%(11) 10.1%

第10位 従業員の不正・贈収賄等 5.6%(12) 5.7%(15) 7.6%

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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 「人件費高騰」「人材流出・人材不足」等、人材に関するリスクが上位にランクインしている。
 「サイバー攻撃・ウイルス感染等による情報漏えい」「経営の機能不全」「サイバー攻撃・ウイルス感染などによる大規模システムダウン」に対
する関心は前年から比較し、ランキングが急激に上昇している。

 「原材料ならびに原油価格の高騰」等もTOP3からは劣後するものの継続的にランクインしている。

ベトナム：Q1.1 優先して着手が必要なリスク(上位3項目回答)

人件費高騰に関するリスクが昨年から順位を上げて首位、次いで人材流出・人材不足に
関するリスクとなり、従業員の不正・贈収賄等に関するリスクは上位に浮上

ベトナム拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 人件費高騰 19.7%(6) 23.3%(4) 34.4%

第2位 人材流出、人材獲得困難による人材不足 31.8%(2) 36.7%(1) 31.3%

第3位 従業員の不正・贈収賄等 27.3%(4) 20.0%(5) 28.1%

第4位 市場における価格競争 19.7%(6) 13.3%(7) 21.9%

第5位 会計・税務関連法規制違反 10.6%(8) 6.7%(11) 18.8%
（同率5位）製品/サービスの品質チェック体制の不備 6.1%(12) 6.7%(11)

第7位 原材料ならびに原油価格の高騰 28.8%(3) 30.0%(2) 15.6%

第8位 サイバー攻撃・ウイルス感染等による情報漏えい 9.1%(9) 3.3%(20) 12.5%

第9位 公務員の腐敗 1.5%(22) 6.7%(11)

9.4%
（同率9位）

経営の機能不全 1.5%(22) 3.3%(20)

サイバー攻撃・ウイルス感染等による大規模システムダウン 1.5%(22) 3.3%(20)

グループガバナンスの不全 1.5%(22) 6.7%(11)

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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 「人材流出・人材不足」、「原材料・原油価格の高騰」、「製品/サービスの品質チェック体制の不備」、「労使問題」「財政難」「顧客対応
の不備」「業務運用ミスによる多額損失発生」に対する関心は前年から比較し、ランキングが大きく上昇している。

 「人件費高騰」「市場における価格競争」は昨年に引き続き上位にランクイン

フィリピン：Q1.1 優先して着手が必要なリスク(上位3項目回答)

人材流出・人材不足、原材料・原油価格高騰に関するリスクが昨年8位から急激に上位
に浮上、人件費高騰、市場における価格競争は引き続き上位にランクイン

フィリピン拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 人材流出、人材獲得困難による人材不足 34.2%(2) 14.3%(8) 42.1%

第2位 人件費高騰 5.3%(14) 21.4%(2) 31.6%

第3位 原材料ならびに原油価格の高騰 15.8%(8) 14.3%(8) 21.1%
（同率3位）市場における価格競争 2.6%(18) 17.9%(4)

第5位 製品/サービスの品質チェック体制の不備 5.3%(14) 7.1%(14)

15.8%
（同率5位）

労使問題 7.9%(10) 3.6%(19)

財政難 0.0%(‐) 3.6%(19)

顧客対応の不備 2.6%(18) 0.0%(‐)

業務運用ミスによる多額損失発生 0.0%(‐) 3.6%(19)

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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 「市場における価格競争」「人件費高騰」「人材流出、人材獲得の困難による人材不足」が継続的に上位にランクインしている。
 「米中貿易摩擦の激化」「従業員の不正・贈収賄等」「事業に影響するテクノロジーの変革」「経営の機能不全」に対する関心は前年か
ら比較し、ランキングが上昇している。

中国：Q1.1 優先して着手が必要なリスク(上位3項目回答)

市場における価格競争は昨年に引き続き首位、人件費高騰や人材流出・人材不足に関
するリスクも継続して上位となっている

中国拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 市場における価格競争 17.9%(7) 27.9%(1) 38.1%

第2位 人件費高騰 18.7%(6) 27.9%(1) 29.4%

第3位 人材流出、人材獲得困難による人材不足 24.4%(3) 27.1%(3) 25.6%

第4位 中国・ロシアにおけるテロ、政治情勢 13.0%(9) 21.7%(6) 19.4%

第5位 米中貿易摩擦の激化 19.5%(5) 10.1%(9) 18.8%

第6位 原材料ならびに原油価格の高騰 29.3%(2) 23.3%(5) 13.8%

第7位 従業員の不正・贈収賄等 20.3%(4) 9.3%(11) 12.5%

第8位 事業に影響するテクノロジーの変革 10.6%(11) 9.3%(11) 11.9%

第9位 サイバー攻撃・ウイルス感染等による情報漏えい 8.1%(13) 10.1%(9) 11.3%

第10位 経営の機能不全 0.8%(33) 3.9%(20) 10.0%

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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 「人材流出、人材獲得の困難による人材不足」「中国・ロシアにおけるテロ、政治情勢」が継続的に上位にランクインしている。
 「サイバー攻撃・ウイルス感染等による大規模システムダウン」「人件費高騰」「経営の機能不全」に対する関心は前年から比較し、ランキン
グが上昇している。

 「為替変動」はTOP3からは劣後するものの継続的にランクインしている。

台湾：Q1.1 優先して着手が必要なリスク(上位3項目回答)

政治情勢、人材流出・人材不足に関して、継続的にリスク認識がなされるとともに、サイ
バー攻撃による情報漏えいリスク等幅広く多様なリスクが認識される

台湾拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 人材流出、人材獲得困難による人材不足 37.5%(1) 37.7%(2) 45.7%

第2位 中国・ロシアにおけるテロ、政治情勢 20.8%(2) 56.6%(1) 42.9%

第3位 サイバー攻撃・ウイルス感染等による情報漏えい 10.4%(9) 17.0%(5) 20.0%

第4位 市場における価格競争 18.8%(3) 13.2%(6) 17.1%
（同率4位）事業に影響するテクノロジーの変革 14.6%(7) 13.2%(6)

第6位 サイバー攻撃・ウイルス感染等による大規模システムダウン 6.3%(18) 7.5%(11) 14.3%
（同率6位）経営の機能不全 2.1%(26) 0.0%(‐)

第8位 為替変動 8.3%(13) 22.6%(3) 11.4%
（同率8位）人件費高騰 8.3%(13) 5.7%(13)

第10位 米中貿易摩擦の激化 18.8%(3) 11.3%(8) 8.6%

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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 「東南・南アジアにおけるテロ、政治情勢」に対する関心は、3年連続して首位となっている。
 「治安問題」は昨年4位から順位を上げて首位となっている。
 「サイバー攻撃・ウイルス感染等による大規模システムダウン」「事業に影響するテクノロジーの変革」「経営の機能不全」等は昨年から大きく
順位を上げている。

ミャンマー：Q1.1 優先して着手が必要なリスク(上位3項目回答)

（参考）政治情勢、為替変動、治安問題が継続的にリスク認識がなされるとともに、本
年では人材流出・人材不足といった人材に関連すると思われるリスクが強く認識されている

ミャンマー拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 東南・南アジアにおけるテロ、政治情勢 75.0%(1) 71.0%(1) 60.0%

（同率1位）治安問題 62.5%(2) 22.6%(4)

第3位 人材流出、人材獲得困難による人材不足 0.0%() 6.5%(8) 40.0%
（同率3位）為替変動 12.5%(6) 48.4%(2)

第5位 サプライチェーン寸断 0.0%(‐) 6.5%(8)

20.0%
（同率5位）

財政難 0.0%(‐) 12.9%(6)

サイバー攻撃・ウイルス感染等による大規模システムダウン 0.0%(‐) 0.0%(‐)

事業に影響するテクノロジーの変革 0.0%(‐) 0.0%(‐)

経営の機能不全 12.5%(6) 3.2%(14)

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
サンプル数が少ないため参考値
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 「会計・税務関連法規制違反」「人件費高騰」「人材流出・人材不足」に関するリスクが高く認識されている。
 「従業員の不正・贈収賄等」や「事業に影響するテクノロジーの変革」に関するリスクについても上位に位置している。
一方で「原材料・原油価格の高騰」「市場における価格競争」は順位が大幅に低下。

インド：Q1.1 優先して着手が必要なリスク(上位3項目回答)

会計・税務関連法規制違反に関するリスクが最も強く認識されており首位、次いで人件費
高騰、人材流出・人材不足に関するリスクも高く認識されている

インド拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 会計・税務関連法規制違反 7.7%(10) ‐ 42.9%

第2位 人件費高騰 23.1%(3) ‐ 32.1%
（同率2位）人材流出、人材獲得困難による人材不足 23.1%(3) ‐

第4位 従業員の不正・贈収賄等 - - 14.3%
（同率4位）事業に影響するテクノロジーの変革 - -

第6位 安全衛生問題 - -

10.7%
（同率6位）

事業固有の業法・規制への違反 7.7%(10) ‐

業務運用ミスによる多額損失発生 - -

金融危機 - -

原材料ならびに原油価格の高騰 38.5%(2) ‐

市場における価格競争 61.5%(1) -

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
※インドの2022年度のデータはなし
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タイ：Q1.2優先して着手が必要なリスクの業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

各業種で認識しているリスクに分散はあるが、全体的に人材流出・人材不足、市場におけ
る価格競争、人件費高騰に関するリスクへの認識が強い

タイ全体 製造 卸・商社 金融

第1位 人材流出、人材獲得困難に
よる人材不足 33.7% 市場における価格競争 29.4% 人材流出、人材獲得困難に

よる人材不足 41.4% サイバー攻撃・ウイルス感染等
による大規模システムダウン 57.1%

第2位 市場における価格競争 28.3% 人材流出、人材獲得困難に
よる人材不足 28.4% 市場における価格競争 37.9% 金融危機 42.9%

第3位 人件費高騰 25.9% 原材料ならびに原油価格の高
騰 26.5% 人件費高騰 31.0% 金融犯罪

28.6%
（同率3
位）

第4位 原材料ならびに原油価格の高
騰 22.3% 人件費高騰 25.5% 為替変動 20.7% 人材流出、人材獲得困難に

よる人材不足

第5位 事業に影響するテクノロジーの
変革 16.9% 事業に影響するテクノロジーの

変革 18.6% 従業員の不正・贈収賄等

17.2%
（同率5位）

業務運用ミスによる多額損失
発生

第6位 従業員の不正・贈収賄等 14.5% サプライチェーン寸断 17.6% サイバー攻撃・ウイルス感染等
による情報漏えい

サイバー攻撃・ウイルス感染等
による情報漏えい

第7位 サイバー攻撃・ウイルス感染等
による情報漏えい 13.9% 製品/サービスの品質チェック体

制の不備 15.7% 事業に影響するテクノロジーの
変革

東南・南アジアにおけるテロ、政
治情勢

14.3%
（同率7
位）

原材料ならびに原油価格の高
騰

第8位 為替変動 13.3% 従業員の不正・贈収賄等
12.7%

(同率8位)

原材料ならびに原油価格の高
騰 経営の機能不全

第9位 サプライチェーン寸断 12.7% 為替変動 顧客対応の不備
10.3%

（同率10
位）

人件費高騰

従業員の不正・贈収賄等

第10位 製品/サービスの品質チェック体
制の不備 10.2% サイバー攻撃・ウイルス感染等

による情報漏えい 11.8% 東南・南アジアにおけるテロ、政
治情勢

事業に影響するテクノロジーの
変革
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シンガポール：Q1.2優先して着手が必要なリスクの業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

全業種で人材流出・人材不足についてのリスク認識が強い一方で、金融セクターでは金融
危機のリスクを強く認識している

シンガポール全体 製造 卸・商社 金融

第1位 人材流出、人材獲得困難に
よる人材不足 41.7% 人材流出、人材獲得困難に

よる人材不足 51.9% 人材流出、人材獲得困難に
よる人材不足 40.0% 金融危機 50.0%

第2位 人件費高騰 33.3% 人件費高騰 40.7% 人件費高騰 32.5% 人材流出、人材獲得困難に
よる人材不足 31.3%

第3位 グループガバナンスの不全 20.8% 原材料ならびに原油価格の高
騰 33.3% 市場における価格競争 27.5% 金融犯罪 25.0%

（同率3位）

第4位 市場における価格競争 18.1% グループガバナンスの不全
18.5%

（同率4位）

グループガバナンスの不全 22.5% 為替変動

20.0%
（同率4位）

第5位 事業に影響するテクノロジーの
変革

15.3%
（同率5位）

事業に影響するテクノロジーの
変革

原材料ならびに原油価格の高
騰 17.5% 市場における価格競争

第6位 サイバー攻撃・ウイルス感染等
による情報漏えい 市場における価格競争

14.8%
（同率6位）

サプライチェーン寸断

12.5%
(同率6位)

人件費高騰

第7位 原材料ならびに原油価格の高
騰 14.6% サプライチェーン寸断 事業に影響するテクノロジーの

変革
事業に影響するテクノロジーの

変革

第8位 サイバー攻撃・ウイルス感染等
による大規模システムダウン 11.1% サイバー攻撃・ウイルス感染等

による情報漏えい 11.1% 経営の機能不全 事業固有の業法・規制への違
反

16.0%
（同率8位）第9位 経営の機能不全

9.7%
（同率9位）

設備事故

7.4%
（同率9位）

為替変動

10.0%
（同率9位）

サイバー攻撃・ウイルス感染等
による情報漏えい東南・南アジアにおけるテロ、政

治情勢
朝鮮半島情勢

第10位 為替変動 中国・ロシアにおけるテロ、政治
情勢

業務運用ミスによる多額損失
発生

経営の機能不全
サイバー攻撃・ウイルス感染等
による大規模システムダウン
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インドネシア： Q1.2優先して着手が必要なリスクの業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

製造、卸・商社セクターではリスク認識に共通した点が確認できるが、金融セクターについて
はリスクの認識に差があり、朝鮮半島情勢リスクが最も関心が強い

インドネシア全体 製造 卸・商社 金融

第1位 人材流出、人材獲得困難
による人材不足 31.0% 人件費高騰

27.9%
（同率1位）

為替変動 41.2% 朝鮮半島情勢 41.7%

第2位 従業員の不正・贈収賄等 23.2% 人材流出、人材獲得困難によ
る人材不足 会計・税務関連法規制違反

17.6%
（同率2位）

人材流出、人材獲得困難
による人材不足

33.3%
（同率2位）

第3位 人件費高騰 22.5% 市場における価格競争
26.5%

（同率3位）

従業員の不正・贈収賄等 従業員の不正・贈収賄等

第4位 為替変動 19.7% 従業員の不正・贈収賄等 人材流出、人材獲得困難による
人材不足 人件費高騰

25.0%
（同率4位）第5位 市場における価格競争

17.6%
（同率5位）

原材料ならびに原油価格の高
騰 20.6% グループガバナンスの不全 事業固有の業法・規制への

違反

第6位 グループガバナンスの不全 グループガバナンスの不全 19.1% サイバー攻撃・ウイルス感染等によ
る情報漏えい

東南・南アジアにおけるテロ、
政治情勢

第7位 会計・税務関連法規制違
反 16.9% 会計・税務関連法規制違反

17.6%
（同率7位）

労使問題

11.8%
（同率7位）

グループガバナンスの不全

16.7%
（同率7位）

中東・中央アジアにおけるテロ・政
治情勢

第8位 原材料ならびに原油価格の
高騰 13.4% 為替変動

中国・ロシアにおけるテロ、政
治情勢東南・南アジアにおけるテロ、政治

情勢
サイバー攻撃・ウイルス感染
等による情報漏えい第9位 東南・南アジアにおけるテロ、

政治情勢 12.0% 製品/サービスの品質チェック体
制の不備 11.8%

サプライチェーン寸断
市場における価格競争

経営の機能不全

第10位
労使問題

9.2%
（同率10位）

労使問題
10.3%

（同率10位）
原材料ならびに原油価格の高騰

サイバー攻撃・ウイルス感染
等による情報漏えい

会計・税務関連法規制違
反サプライチェーン寸断 アフリカにおけるテロ、政治情勢
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マレーシア：Q1.2優先して着手が必要なリスクの業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

全業種において、人材流出・人材不足のリスクを強く認識し、特に金融業ではその傾向が
顕著である

マレーシア全体 製造 卸・商社 金融

第1位 人材流出、人材獲得困難に
よる人材不足 46.8% 人材流出、人材獲得困難に

よる人材不足 36.0% 人材流出、人材獲得困難に
よる人材不足 76.9% 人材流出、人材獲得困難によ

る人材不足 100.0%

第2位 市場における価格競争 29.1% 人件費高騰 32.0% 為替変動 38.5% 人件費高騰

50.0%
（同率2位）

第3位 人件費高騰 26.6% 市場における価格競争 30.0% 市場における価格競争 23.1% サイバー攻撃・ウイルス感染等
による情報漏えい

第4位 為替変動 25.3% 原材料ならびに原油価格の高
騰 28.0% 東南・南アジアにおけるテロ、政

治情勢

15.4%
（同率4位）

買収後の事業統合不全

第5位 事業に影響するテクノロジーの
変革 20.3% 為替変動 24.0% サプライチェーン寸断 為替変動

第6位 原材料ならびに原油価格の高
騰 20.3% 事業に影響するテクノロジーの

変革 22.0% 業務運用ミスによる多額損失
発生 ※以降データなし

第7位 サプライチェーン寸断 13.9% 製品/サービスの品質チェック体
制の不備 18.0% 金融危機

第8位 製品/サービスの品質チェック体
制の不備 12.7% サプライチェーン寸断

16.0%
（同率8位）

従業員の不正・贈収賄等

第9位 サイバー攻撃・ウイルス感染等
による大規模システムダウン 10.1% サイバー攻撃・ウイルス感染等

による大規模システムダウン 設備事故

第10位 従業員の不正・贈収賄等 7.6%
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ベトナム：Q1.2優先して着手が必要なリスクの業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

各業種で認識しているリスクに分散はあるが、全体的に人件費高騰、人材流出・人材不
足、従業員の不正・贈収賄等に関するリスクへの認識が強い

ベトナム全体 製造 卸・商社 金融

第1位 人件費高騰 34.4% 人件費高騰 43.5% 会計・税務関連法規制違反
60.0%

（同率1位）

事業固有の業法・規制への違
反

100.0%
(同率1位)第2位 人材流出、人材獲得困難に

よる人材不足 31.3% 人材流出、人材獲得困難に
よる人材不足 34.8% サイバー攻撃・ウイルス感染等

による大規模システムダウン 従業員の不正・贈収賄等

第3位 従業員の不正・贈収賄等 28.1% 従業員の不正・贈収賄等 30.4% 米中貿易摩擦の激化

20.0%
(同率3位)

金融危機

第4位 市場における価格競争 21.9% 製品/サービスの品質チェック体
制の不備 26.1% 市場における価格競争 ※以降データなし

第5位 会計・税務関連法規制違反
18.8%

(同率5位)

原材料ならびに原油価格の高
騰 21.7%

（同率5位）

人材流出、人材獲得困難に
よる人材不足

第6位 製品/サービスの品質チェック体
制の不備 市場における価格競争 貿易コンプライアンス違反（貿

易規制・経済制裁含む）

第7位 原材料ならびに原油価格の高
騰 15.6% サイバー攻撃・ウイルス感染等

による情報漏えい 17.4% 中国・ロシアにおけるテロ、政治
情勢

第8位 サイバー攻撃・ウイルス感染等
による情報漏えい 12.5% 会計・税務関連法規制違反 13.0% 人件費高騰

第9位

公務員の腐敗

9.4%
（同率9位）

公務員の腐敗

8.7%
（同率9位）

グループガバナンスの不全
サプライチェーン寸断経営の機能不全

サイバー攻撃・ウイルス感染等
による大規模システムダウン

経営の機能不全 経営の機能不全
為替変動

従業員の不正・贈収賄等グループガバナンスの不全 グループガバナンスの不全
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フィリピン：Q1.2優先して着手が必要なリスクの業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

各業種で認識しているリスクに分散があり、各業界において認識するリスクが異なっている
点は今後とも注視が必要

フィリピン全体 製造 卸・商社 金融

第1位 人材流出、人材獲得困難に
よる人材不足 42.1% 人件費高騰

50.0%
（同率1位）

従業員の不正・贈収賄等

40.0%
（同率1位）

サイバー攻撃・ウイルス感
染等による情報漏えい

33.3%
(同率1位)

第2位 人件費高騰 31.6% 人材流出、人材獲得困難に
よる人材不足

人材流出、人材獲得困難に
よる人材不足

貿易コンプライアンス違反
（貿易規制・経済制裁含

む）

第3位 原材料ならびに原油価格の高
騰

21.1%
(同率3位)

製品/サービスの品質チェック体
制の不備

33.3%
（同率3位）

財政難 財政難

第4位 市場における価格競争 原材料ならびに原油価格の高
騰

異常気象（洪水・暴風な
ど）、大規模な自然災害
（地震・津波・火山爆発・地

磁気嵐）

20.0%
（同率4位）

事業に影響するテクノロ
ジーの変革

労使問題第5位 製品/サービスの品質チェック体
制の不備

15.8%
（同率5位）

市場における価格競争 金融犯罪

為替変動
第6位 労使問題 サプライチェーン寸断 市場における価格競争

金融危機

第7位 財政難 業務運用ミスによる多額損失
発生

16.7%
（同率7位）

人材流出、人材獲得困
難による人材不足

原材料ならびに原油価格の高
騰

人件費高騰第8位 顧客対応の不備 事業固有の業法・規制への違
反 労使問題

市場における価格競争
第9位 業務運用ミスによる多額損失

発生 顧客対応の不備 業務運用ミスによる多額
損失発生

顧客対応の不備

第10位 従業員の不正・贈収賄等
（他5件同率回答あり） 10.5% 労使問題 ※以降データなしサイバー攻撃・ウイルス感染等

による情報漏えい
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中国：Q1.2優先して着手が必要なリスクの業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

製造、卸・商社セクターにおいては市場における価格競争、人件費高騰に関するリスクが高
く認識されているが、金融は金融危機に関するリスクが高く認識されている

中国全体 製造 卸・商社 金融

第1位 市場における価格競争 38.1% 市場における価格競争 45.3% 人件費高騰 35.5% 金融危機 66.7%

第2位 人件費高騰 29.4% 人件費高騰 30.5% 市場における価格競争 29.0% 中国・ロシアにおけるテロ、政
治情勢 50.0%

（同率2位）
第3位 人材流出、人材獲得困難に

よる人材不足 25.6% 人材流出、人材獲得困難に
よる人材不足 29.5% 米中貿易摩擦の激化 22.6% サイバー攻撃・ウイルス感染等

による情報漏えい

第4位 中国・ロシアにおけるテロ、政治
情勢 19.4% 原材料ならびに原油価格の高

騰 21.1% 経営の機能不全
19.4%

（同率4位）

経営の機能不全

33.3%
（同率4位）第5位 米中貿易摩擦の激化 18.8% 米中貿易摩擦の激化 18.9% 人材流出、人材獲得困難に

よる人材不足 市場における価格競争

第6位 原材料ならびに原油価格の高
騰 13.8% 中国・ロシアにおけるテロ、政治

情勢 14.7% サプライチェーン寸断

16.1%
（同率6位）

サイバー攻撃・ウイルス感染等
による大規模システムダウン

第7位 従業員の不正・贈収賄等 12.5% 従業員の不正・贈収賄等 13.7% 中国・ロシアにおけるテロ、政治
情勢

事業固有の業法・規制への違
反

16.7%
（同率7位）

第8位 事業に影響するテクノロジーの
変革 11.9% 事業に影響するテクノロジーの

変革 12.6% 為替変動 米中貿易摩擦の激化

第9位 サイバー攻撃・ウイルス感染等
による情報漏えい 11.3% 環境関連法規制違反 10.5% 従業員の不正・贈収賄等

12.9%
（同率9位）

※以降データなし

第10位 経営の機能不全 10.0% サイバー攻撃・ウイルス感染等
による情報漏えい 9.5% 貿易コンプライアンス違反（貿

易規制・経済制裁含む）
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台湾：Q1.2優先して着手が必要なリスクの業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

全ての業種で人材流出・人材不足、中国・ロシアにおけるテロ、政治情勢についてリスク認
識が高い。また、サイバー攻撃による情報漏えいも比較的リスク認識が高い

台湾全体 製造 卸・商社 金融

第1位 人材流出、人材獲得困難に
よる人材不足 45.7% 人材流出、人材獲得困難に

よる人材不足 60.0% 中国・ロシアにおけるテロ、政
治情勢

41.7%
（同率1位）

中国・ロシアにおけるテロ、政
治情勢 66.7%

第2位 中国・ロシアにおけるテロ、政
治情勢 42.9% 中国・ロシアにおけるテロ、政

治情勢
30.0%

（同率2位）

人材流出、人材獲得困難に
よる人材不足

人材流出、人材獲得困難に
よる人材不足

33.3%
（同率2位）

第3位 サイバー攻撃・ウイルス感染等
による情報漏えい 20.0% 市場における価格競争 サイバー攻撃・ウイルス感染等

による情報漏えい 33.3% サイバー攻撃・ウイルス感染等
による大規模システムダウン

第4位 市場における価格競争
17.1%

（同率4位）

少子高齢化

20.0%
（同率4位）

サイバー攻撃・ウイルス感染等
による大規模システムダウン

25.0%
（同率4位）

業務運用ミスによる多額損失
発生

第5位 事業に影響するテクノロジーの
変革 経営の機能不全 市場における価格競争 サイバー攻撃・ウイルス感染等

による情報漏えい

第6位 サイバー攻撃・ウイルス感染等
による大規模システムダウン

14.3%
（同率6位）

資源循環型社会への移行 顧客対応の不備

16.7%
（同率6位）

貿易コンプライアンス違反（貿
易規制・経済制裁含む）

第7位 経営の機能不全 製品/サービスの品質チェック体
制の不備 サプライチェーン寸断 事業に影響するテクノロジーの

変革

第8位 為替変動
11.4%

（同率8位）

事業に影響するテクノロジーの
変革

事業に影響するテクノロジーの
変革 金融危機

第9位 人件費高騰
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ミャンマー：Q1.2優先して着手が必要なリスクの業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

（参考）東南・南アジアにおけるテロ、政治情勢、治安問題についてのリスクが高い

ミャンマー全体 製造 卸・商社 金融

第1位 東南・南アジアにおけるテロ、政
治情勢

60.0%
（同率1位）

サプライチェーン寸断

50.0%
（同率1
位）

※データなし 東南・南アジアにおけるテロ、政治
情勢 100.0%

第2位 治安問題 東南・南アジアにおけるテロ、政
治情勢

人材流出、人材獲得困難による
人材不足

50.0%
（同率2
位）

第3位 人材流出、人材獲得困難によ
る人材不足

40.0%
（同率3位）

治安問題 治安問題

第4位 為替変動 財政難 事業に影響するテクノロジーの変
革

第5位 サプライチェーン寸断

20.0%
（同率5位）

サイバー攻撃・ウイルス感染等に
よる大規模システムダウン 為替変動

第6位 財政難 為替変動 ※以降データなし

第7位 サイバー攻撃・ウイルス感染等に
よる大規模システムダウン ※以降データなし

第8位 事業に影響するテクノロジーの
変革

第9位 経営の機能不全

※サンプル数が少ないため参考値
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インド：Q1.2優先して着手が必要なリスクの業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

各業種で認識しているリスクにばらつきはあるが、全体的に会計・税務関連法規制違反、
人件費高騰、人材流出・人材不足等に関するリスクへの認識が強い

インド全体 製造 卸・商社 金融

第1位 会計・税務関連法規制違反 42.9% 人件費高騰 33.3%
（同率1
位）

人材流出、人材獲得困難による
人材不足 100.0% 会計・税務関連法規制違反 100.0%

第2位 人件費高騰
32.1%

（同率2位）

会計・税務関連法規制違反 会計・税務関連法規制違反

50.0%
（同率2
位）

事業固有の業法・規制への違反

50.0%
（同率2
位）

第3位 人材流出、人材獲得困難によ
る人材不足 安全衛生問題

25.0%
（同率3
位）

サプライチェーン寸断 訴訟被害

第4位 従業員の不正・贈収賄等
14.3%

（同率4位）

人材流出、人材獲得困難によ
る人材不足

貿易コンプライアンス違反（貿易
規制・経済制裁含む）

人材流出、人材獲得困難による
人材不足

第5位 事業に影響するテクノロジーの変
革

原材料ならびに原油価格の高
騰

サイバー攻撃・ウイルス感染等に
よる情報漏えい 人件費高騰

第6位 安全衛生問題

10.7%
（同率6位）

環境関連法規制違反

16.7%
（同率6
位）

※以降データなし ※以降データなし

事業固有の業法・規制への違
反

事業に影響するテクノロジーの変
革

業務運用ミスによる多額損失
発生 市場における価格競争

金融危機

原材料ならびに原油価格の高
騰

市場における価格競争

アジア進出日系企業におけるリスクマネジメントおよび不正の実態調査 年版202347



© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

タイ：Q2.1今後一年程度を見越して必要なリスク対策(上位3項目回答)

コスト削減と企業戦略の見直しについて、以前と変わらず継続的にリスク対応が必要
と認識されているが、内部統制強化は今年から強く認識され、首位となっている

タイ拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 内部統制強化 18.8%（4） 17.9%（5） 28.9%

第2位 コスト削減 41.3%（1） 34.5%（1） 27.7%
（同率2位）企業戦略の見直し 31.9%（2） 25.0%（3）

第4位 新商品・サービス開発 21.3%（3） 25.0%（3） 25.3%

第5位 人材育成計画の見直し 16.9%（6） 25.6%（2） 22.3%

第6位 業務プロセスの標準化 13.8%（8） 17.9%（5） 19.3%

第7位 給与・処遇の見直し 11.9%（11） 11.3%（9） 17.5%

第8位 業務プロセスの自動化 12.5%（10） 8.9%（13） 13.9%

第9位 サイバーセキュリティ強化 15.6%（7） 14.9%（7） 13.3%

第10位 システムの見直し・導入 7.5%（16） 10.7%（10） 12.7%

※括弧内は各年度時集計の順位を示す

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない
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シンガポール：Q2.1今後一年程度を見越して必要なリスク対策(上位3項目回答)

企業戦略の見直しと内部統制強化は昨年に引き続きリスク対応が必要と認識されて
いるが新商品・サービス開発については順位が大きく変動し強く認識されている

シンガポール拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 企業戦略の見直し 32.7%（2） 31.1%（1） 27.8%

第2位 内部統制強化 32.7%（2） 28.3%（2） 23.6%

第3位 新商品・サービス開発 16.3%（6） 15.1%（7） 22.9%

第4位 業務プロセスの標準化 26.0%（4） 20.8%（4） 21.5%

第5位 人材育成計画の見直し 10.6%（12） 14.2%（8） 20.8%

第6位 サイバーセキュリティ強化 35.6%（1） 19.8%（5） 20.1%

第7位 組織再編 19.2%（5） 14.2%（8） 18.1%

第8位 給与・処遇の見直し 16.3%（6） 24.5%（3） 15.3%

第9位 業務プロセスの自動化 15.4%（8） 8.5%（15） 13.9%
（同率9位）危機管理体制強化 15.4%（8） 14.2%（8）

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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インドネシア：Q2.1今後一年程度を見越して必要なリスク対策(上位3項目回答)

内部統制強化、業務プロセス標準化は昨年に引き続きリスク対応が必要と認識され
ているが企業戦略の見直しについては順位が大きく変動し強く認識されている

インドネシア拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 内部統制強化 37.9%（1） 35.6%（1） 41.5%

第2位 企業戦略の見直し 36.9%（2） 18.3%（6） 31.7%

第3位 業務プロセスの標準化 20.4%（4） 21.2%（3） 26.1%

第4位 新商品・サービス開発 17.5%（5） 20.2%（4） 23.9%

第5位 人材育成計画の見直し 15.5%（7） 19.2%（5） 21.8%

第6位 給与・処遇の見直し 8.7%（10） 9.6%（11） 17.6%
（同率6位）コスト削減 34.0%（3） 33.7%（2）

第8位 従業員の整理・解雇 7.8%（12） 3.8%（21） 12.0%
（同率8位）危機管理体制強化 16.5%（6） 11.5%（10）

第10位 組織再編 13.6%（9） 6.7%（16） 9.2%
（同率10位）サイバーセキュリティ強化 14.6%（8） 14.4%（8）

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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マレーシア：Q2.1今後一年程度を見越して必要なリスク対策(上位3項目回答)

コスト削減と人材育成計画の見直し、新商品・サービス開発は継続的にリスク対応が
必要と認識されており、企業戦略の見直しは順位が変動し改めて上位に浮上

マレーシア拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 新商品・サービス開発 11.1%（12） 22.9%（3） 29.1%

第2位 コスト削減 22.2%（3） 27.1%（1） 27.8%

第3位 企業戦略の見直し 38.9%（1） 20.0%（6） 26.6%
（同率3位）人材育成計画の見直し 24.1%（2） 24.3%（2）

第5位 給与・処遇の見直し 13.0%（8） 22.9%（3） 17.7%

第6位 内部統制強化 11.1%（12） 17.1%（7） 16.5%
（同率6位）業務プロセスの標準化 20.4%（5） 22.9%（3）

第8位 工場の自動化 7.4%（16） 14.3%（9） 15.2%

第9位 システムの見直し・導入 5.6%（19） 11.4%（12） 12.7%
（同率9位）製造工程/工場の柔軟性向上

（例：緊急時の他工場での代理製造） 14.8%（6） 10.0%（13）

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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ベトナム：Q2.1今後一年程度を見越して必要なリスク対策(上位3項目回答)

コスト削減と内部統制強化について、継続的にリスク対応が必要と認識されているが、
企業戦略の計画の見直しは順位を上げ、リスク対応が必要と認識されている

ベトナム拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 コスト削減 34.8%（1） 33.3%（1） 37.5%

第2位 企業戦略の見直し 22.7%（3） 16.7%（7） 34.4%
（同率2位）内部統制強化 30.3%（2） 26.7%（2）

第4位 給与・処遇の見直し 12.1%（11） 23.3%（3） 25.0%

第5位 新商品・サービス開発 13.6%（8） 20.0%（5） 18.8%
（同率5位）人材育成計画の見直し 12.1%（11） 23.3%（3）

第7位 工場の自動化 13.6%（8） 6.7%（14） 15.6%
（同率7位）資金最適化 6.1%（16） 3.3%（20）

第9位 製造工程/工場の柔軟性向上
（例：緊急時の他工場での代理製造） 15.2%（7） 13.3%（8）

12.5%
（同率9位）危機管理体制強化 19.7%（5） 13.3%（8）

組織再編 3.0%（23） 13.3%（8）

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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フィリピン：Q2.1今後一年程度を見越して必要なリスク対策(上位3項目回答)

昨年に引き続き内部統制強化、コスト削減、給与・処遇の見直しについてリスク対応
が必要と認識されている

フィリピン拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 内部統制強化 23.7%（3） 21.4%（3） 47.4%

第2位 コスト削減 18.4%（5） 21.4%（3） 36.8%

第3位 給与・処遇の見直し 13.2%（8） 35.7%（1） 31.6%

第4位 企業戦略の見直し 18.4%（5） 28.6%（2） 26.3%

第5位 人材育成計画の見直し 23.7%（3） 17.9%（6） 21.1%
（同率5位）業務プロセスの自動化 5.3%（16） 17.9%（6）

第7位 危機管理体制強化 26.3%（2） 17.9%（6）

15.8%
（同率7位）

サイバーセキュリティ強化 42.1%（1） 21.4%（3）

新商品・サービス開発 10.5%（12） 3.6%（17）

業務プロセスの標準化 13.2%（8） 17.9%（6）

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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中国：Q2.1今後一年程度を見越して必要なリスク対策(上位3項目回答)

コスト削減、企業戦略の見直しは昨年に引き続き必要なリスク対応として認識されており、
新商品・サービス開発についても順位を上げて上位に浮上している

中国拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 企業戦略の見直し 33.3%（1） 28.7%（2） 45.0%

第2位 コスト削減 23.6%（3） 29.5%（1） 35.6%

第3位 新商品・サービス開発 17.9%（7） 21.7%（4） 29.4%

第4位 組織再編 22.8%（5） 12.4%（10） 21.3%

第5位 給与・処遇の見直し 16.3%（8） 15.5%（7） 17.5%

第6位 内部統制強化 33.3%（1） 22.5%（3） 16.9%

第7位 人材育成計画の見直し 13.8%（9） 13.2%（8） 16.3%

第8位 業務プロセスの標準化 12.2%（10） 16.3%（6） 12.5%

第9位 危機管理体制強化 21.1%（6） 20.9%（5） 11.3%

第10位 工場の自動化 6.5%（14） 10.9%（12） 10.0%

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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台湾：Q2.1今後一年程度を見越して必要なリスク対策(上位3項目回答)

給与・処遇の見直しが最も必要なリスク対応と認識され、危機管理体制強化も引き続
き上位となっている。新商品・サービス開発も対策が必要なリスクとして認識される

台湾拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 給与・処遇の見直し 20.8%（5） 22.6%（3） 37.1%

第2位 危機管理体制強化 22.9%（4） 37.7%（1） 28.6%
（同率2位）新商品・サービス開発 31.3%（2） 17.0%（6）

第4位 組織再編 12.5%（10） 3.8%（21）
22.9%

（同率4位）人材育成計画の見直し 33.3%（1） 20.8%（4）

内部統制強化 8.3%（13） 18.9%（5）

第7位 業務プロセスの標準化 14.6%（8） 1.9%（26） 20.0%
（同率7位）システムの見直し・導入 16.7%（7） 13.2%（8）

第9位 サイバーセキュリティ強化 12.5%（10） 17.0%（6） 17.1%

第10位 企業戦略の見直し 31.3%（2） 24.5%（2） 14.3%

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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ミャンマー：Q2.1今後一年程度を見越して必要なリスク対策(上位3項目回答)

（参考）昨年に引き続き企業戦略の見直しが最優先課題であり、次いで内部統制強
化が必要なリスク対応として認識されている

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない
サンプル数が少ないため参考値

ミャンマー拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 企業戦略の見直し 50.0%（1） 67.7%（1） 80.0%

第2位 内部統制強化 12.5%（6） 12.9%（6） 60.0%

第3位 組織再編 12.5%（6） 19.4%（5） 40.0%
（同率3位）危機管理体制強化 50.0%（1） 35.5%（2）

第5位 人材育成計画の見直し 0.0%（） 9.7%（8）

20.0%
（同率5位）

給与・処遇の見直し 0.0%（） 9.7%（8）

採用計画の見直し 0.0%（） 0.0%（）

事業・拠点撤退 0.0%（） 12.9%（6）

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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インド：Q2.1今後一年程度を見越して必要なリスク対策(上位3項目回答)

給与・処遇の見直しが最優先課題であり、次いで新商品・サービス開発、組織再編、
内部統制強化が必要なリスク対応として認識されている

インド拠点が考えるリスク 2021年度 2022年度 2023年度
第1位 給与・処遇の見直し 15.4%（6） ‐ 42.9%

第2位 新商品・サービス開発 38.5%（2） ‐

25.0%
（同率2位）組織再編 23.1%（4） ‐

内部統制強化 23.1%（4） ‐

第5位 業務プロセスの標準化 7.7%（10） ‐ 21.4%

第6位 企業戦略の見直し 30.8%（3） ‐

17.9%
（同率6位）コスト削減 46.2%（1） ‐

資金最適化 7.7%（10） ‐

第9位 工場の自動化 15.4%（6） ‐ 14.3%
（同率9位）人材育成計画の見直し 7.7%（10） ‐

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

※括弧内は各年度時集計の順位を示す
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タイ：Q2.2リスク対策の業種別比較（製造、卸・商社、金融）

各業種において必要とされるリスク対策にばらつきはあるものの、内部統制強化、コスト削
減、企業戦略の見直しについて強くリスク対策が必要と認識されている

タイ全体 製造 卸・商社 金融

第1位 内部統制強化 28.9% コスト削減 31.4% コスト削減 34.5% サイバーセキュリティ強化 57.1%

第2位 コスト削減 27.7% 内部統制強化 29.4% 新商品・サービス開発 31.0% 内部統制強化 42.9%

第3位 企業戦略の見直し 27.1% 企業戦略の見直し 27.5%
（同率3
位）

企業戦略の見直し 27.6%
（同率3
位）

業務プロセスの自動化

28.6%
（同率3
位）

第4位 新商品・サービス開発 25.3% 新商品・サービス開発 人材育成計画の見直し 企業戦略の見直し

第5位 人材育成計画の見直し 22.3% 業務プロセスの標準化 19.6% 給与・処遇の見直し 24.1% 人材育成計画の見直し

第6位 業務プロセスの標準化 19.3% 人材育成計画の見直し 17.6% 業務プロセスの標準化 20.7% 危機管理体制強化

第7位 給与・処遇の見直し 17.5% 危機管理体制強化 13.7% 内部統制強化 17.2%
採用計画の見直し

14.3%
（同率7
位）

業務プロセスの標準化

第8位 業務プロセスの自動化 13.9%
業務プロセスの自動化

12.7%
（同率8
位）

システムの見直し・導入 13.8%
（同率8
位） 給与・処遇の見直しシステムの見直し・導入 組織再編

第9位 サイバーセキュリティ強化 13.3%
工場の自動化 業務プロセスの自動化

10.3%
（同率10
位）

組織再編
原材料の調達先の分散 危機管理体制強化

第10位 システムの見直し・導入 12.7%

給与・処遇の見直し ペーパーレス化の推進 資金最適化
製造工程/工場の柔軟性
向上（例：緊急時の他工

場での代理製造）

サイバーセキュリティ強化
システムの見直し・導入業務プロセスの集約化
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シンガポール：Q2.2リスク対策の業種別比較（製造、卸・商社、金融）

新商品・サービス開発については製造、金融業にて共通しているが、金融では資金最適化
や危機管理体制強化があげられ、同国金融業の特性が浮かび上がっている

シンガポール全体 製造 卸・商社 金融

第1位 企業戦略の見直し 27.8% 新商品・サービス開発 37.0% 企業戦略の見直し 30.0%
（同率1
位）

資金最適化 32.0%

第2位 内部統制強化 23.6% 給与・処遇の見直し 33.3% 組織再編 新商品・サービス開発 28.0%
（同率2
位）第3位 新商品・サービス開発 22.9% 人材育成計画の見直し

25.9%
（同率3
位）

業務プロセスの標準化 27.5% 危機管理体制強化

第4位 業務プロセスの標準化 21.5% 業務プロセスの標準化 新商品・サービス開発 25.0% 内部統制強化 24.0%
（同率4
位）第5位 人材育成計画の見直し 20.8% その他 業務プロセスの自動化

15.0%
（同率5
位）

サイバーセキュリティ強化

第6位 サイバーセキュリティ強化 20.1% 内部統制強化

14.8%
（同率6
位）

人材育成計画の見直し 企業戦略の見直し 20.0%

第7位 組織再編 18.1% 企業戦略の見直し 給与・処遇の見直し 給与・処遇の見直し

16.0%
（同率7
位）

第8位 給与・処遇の見直し 15.3% サステナビリティ戦略の見直
し・策定 従業員の整理・解雇

12.5%
（同率8
位）

コスト削減

第9位 業務プロセスの自動化

13.9%
（同率9
位）

コスト削減

11.1%
（同率9
位）

サイバーセキュリティ強化 業務プロセスの集約化危機管理体制強化
脱炭素化の促進

第10位 危機管理体制強化

事業・拠点撤退

内部統制強化

組織再編

12.0%
（同率10
位）

製造工程/工場の柔軟性
向上（例：緊急時の他工

場での代理製造）

人材育成計画の見直し
業務プロセスの標準化
システムの見直し・導入
業務プロセスの自動化

サイバーセキュリティ強化 ペーパーレス化の推進
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インドネシア：Q2.2リスク対策の業種別比較（製造、卸・商社、金融）

製造、金融業では内部統制強化についてリスク対策を強く認識し、製造、卸・商社業では
業務プロセスの標準化が目立つ

インドネシア全体 製造 卸・商社 金融

第1位 内部統制強化 41.5% 内部統制強化 45.6% 業務プロセスの標準化 41.2% 企業戦略の見直し 66.7%

第2位 企業戦略の見直し 31.7% 人材育成計画の見直し 25.0%
（同率2
位）

内部統制強化 35.3%
（同率2
位）

新商品・サービス開発 50.0%

第3位 業務プロセスの標準化 26.1% 業務プロセスの標準化 企業戦略の見直し 内部統制強化 33.3%
（同率3
位）第4位 新商品・サービス開発 23.9% 企業戦略の見直し 23.5%

（同率4
位）

人材育成計画の見直し

17.6%
（同率4
位）

人材育成計画の見直し

第5位 人材育成計画の見直し 21.8% 新商品・サービス開発 新商品・サービス開発 事業・拠点撤退 25.0%

第6位 給与・処遇の見直し 17.6%
（同率6
位）

コスト削減 19.1% サイバーセキュリティ強化 業務プロセスの自動化 16.7%

第7位 コスト削減 給与・処遇の見直し 17.6% 給与・処遇の見直し
給与・処遇の見直し

8.3%
（同率7
位）

コスト削減

第8位 従業員の整理・解雇
12.0%
（同率8
位）

危機管理体制強化 13.2% 資金の追加調達
組織再編

サイバーセキュリティ強化

第9位 危機管理体制強化 従業員の整理・解雇 11.8%

組織再編

11.8%
（同率9
位）

業務プロセスの標準化
サプライヤー管理の高度化 ESG・非財務情報開示の

促進

第10位
組織再編

9.2%
（同率10
位）

原材料の調達先の分散 10.3%

危機管理体制強化 資金最適化

サイバーセキュリティ強化 資金最適化 システムの見直し・導入
危機管理体制強化
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マレーシア：Q2.2リスク対策の業種別比較（製造、卸・商社、金融）

製造業ではコスト削減について、金融、卸商社業では給与・処遇の見直しへの対策の必要
性が認識がされている

マレーシア全体 製造 卸・商社 金融

第1位 新商品・サービス開発 29.1% コスト削減 42.0% 企業戦略の見直し 46.2% 企業戦略の見直し 100.0%

第2位 コスト削減 27.8% 新商品・サービス開発 26.0% 人材育成計画の見直し 38.5% 業務プロセスの自動化

50.0%
（同率2
位）

第3位 企業戦略の見直し 26.6%
（同率3
位）

工場の自動化 24.0% 給与・処遇の見直し 30.8%
（同率3
位）

給与・処遇の見直し

第4位 人材育成計画の見直し 人材育成計画の見直し 20.0% 新商品・サービス開発 新商品・サービス開発

第5位 給与・処遇の見直し 17.7% 企業戦略の見直し 18.0% 業務プロセスの自動化 23.1%
（同率5
位）

人材育成計画の見直し

第6位 内部統制強化 16.5%
（同率6
位）

システムの見直し・導入

16.0%
（同率6
位）

サプライヤーの再評価・見直
し

※以降データなし

第7位 業務プロセスの標準化 サイバーセキュリティ強化 従業員の整理・解雇

15.4%
（同率7
位）

第8位 工場の自動化 15.2% 内部統制強化 危機管理体制強化

第9位 システムの見直し・導入 12.7%
（同率9
位）

製造工程/工場の柔軟性
向上（例：緊急時の他工

場での代理製造） 14.0%
（同率9
位）

業務プロセスの標準化

給与・処遇の見直し
第10位

製造工程/工場の柔軟性
向上（例：緊急時の他工

場での代理製造）
内部統制強化危機管理体制強化

アジア進出日系企業におけるリスクマネジメントおよび不正の実態調査 年版202361



© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

ベトナム：Q2.2リスク対策の業種別比較（製造、卸・商社、金融）

製造、卸・商社業では企業戦略の見直し、ならびに資金最適化についてのリスク対策の必
要性が認識されている

ベトナム全体 製造 卸・商社 金融

第1位 コスト削減 37.5% コスト削減 43.5% 企業戦略の見直し 60.0% 内部統制強化
100.0%
（同率1
位）

第2位 企業戦略の見直し 34.4%
（同率2
位）

内部統制強化 39.1% 資金最適化 40.0% その他

第3位 内部統制強化 給与・処遇の見直し 30.4% 業務プロセスの自動化

20.0%
（同率3
位）

業務プロセスの標準化

第4位 給与・処遇の見直し 25.0% 企業戦略の見直し 26.1% 資金の追加調達 ※以降データなし

第5位 新商品・サービス開発
18.8%
（同率5
位）

新商品・サービス開発
21.7%
（同率5
位）

内部統制強化

第6位 人材育成計画の見直し 工場の自動化
製造工程/工場の柔軟性
向上（例：緊急時の他工

場での代理製造）

第7位 工場の自動化
15.6%
（同率7
位）

人材育成計画の見直し 17.4% 組織再編

第8位 資金最適化
製造工程/工場の柔軟性
向上（例：緊急時の他工

場での代理製造）
13.0%
（同率8
位）

危機管理体制強化

サイバーセキュリティ強化

第9位
製造工程/工場の柔軟性
向上（例：緊急時の他工

場での代理製造） 12.5%
（同率9
位）

危機管理体制強化
人材育成計画の見直し

給与・処遇の見直し
危機管理体制強化

第10位 システムの見直し・導入 新商品・サービス開発組織再編
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フィリピン：Q2.2リスク対策の業種別比較（製造、卸・商社、金融）

製造業では従業員の整理・解雇についてリスク対策が必要として認識されており、注視す
べき状況である

フィリピン全体 製造 卸・商社 金融

第1位 内部統制強化 47.4% コスト削減 50.0%
（同率1
位）

企業戦略の見直し 60.0% 内部統制強化 66.7%

第2位 コスト削減 36.8% 内部統制強化 危機管理体制強化

40.0%
（同率2
位）

サイバーセキュリティ強化

33.3%
（同率2
位）

第3位 給与・処遇の見直し 31.6% 従業員の整理・解雇 33.3% 給与・処遇の見直し 企業戦略の見直し

第4位 企業戦略の見直し 26.3%
給与・処遇の見直し

16.7%
（同率4
位）

コスト削減 システムの見直し・導入
採用計画の見直し

第5位 人材育成計画の見直し 21.1%
（同率5
位）

内部統制強化 新商品・サービス開発サプライヤーの再評価・見直
し

第6位 業務プロセスの自動化 業務プロセスの標準化 人材育成計画の見直し

20.0%
（同率6
位）

給与・処遇の見直し
業務プロセスの自動化

第7位 危機管理体制強化

15.8%
（同率7
位）

業務プロセスの標準化 その他企業戦略の見直し

第8位 サイバーセキュリティ強化 危機管理体制強化 事業・拠点撤退 コスト削減
製造工程/工場の柔軟性
向上（例：緊急時の他工

場での代理製造）
第9位 新商品・サービス開発 サイバーセキュリティ強化 ※以降データなしサステナビリティ戦略の見直

し・策定

第10位 業務プロセスの標準化 人材育成計画の見直し ※以降データなし
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中国：Q2.2リスク対策の業種別比較（製造、卸・商社、金融）

中国全体と同様、3つの産業でも企業戦略の見直しが重要なリスク対策として認識されて
おり、各社の置かれている状況が示唆される

中国全体 製造 卸・商社 金融

第1位 企業戦略の見直し 45.0% 企業戦略の見直し 47.4% 企業戦略の見直し 45.2% 企業戦略の見直し 50.0%
（同率1
位）第2位 コスト削減 35.6% コスト削減 45.3% 内部統制強化 32.3% システムの見直し・導入

第3位 新商品・サービス開発 29.4% 新商品・サービス開発 26.3% 新商品・サービス開発 25.8% 新商品・サービス開発 33.3%
（同率3
位）第4位 組織再編 21.3% 組織再編 22.1% コスト削減 22.6% 危機管理体制強化

第5位 給与・処遇の見直し 17.5% 給与・処遇の見直し 18.9% システムの見直し・導入 19.4%
（同率5
位）

リモートワークの推進

16.7%
（同率5
位）

内部統制強化第6位 内部統制強化 16.9% 工場の自動化 16.8% 組織再編
サイバーセキュリティ強化

第7位 人材育成計画の見直し 16.3% 人材育成計画の見直し 15.8% 人材育成計画の見直し 16.1%
（同率7
位）

事業・拠点撤退

第8位 業務プロセスの標準化 12.5% 業務プロセスの標準化 14.7% 給与・処遇の見直し 組織再編

コスト削減
第9位 危機管理体制強化 11.3%

製造工程/工場の柔軟性
向上（例：緊急時の他工

場での代理製造）
11.6% 業務プロセスの標準化 12.9%

ペーパーレス化の推進

第10位 工場の自動化 10.0%
業務プロセスの自動化 9.5%

（同率10
位） 従業員の整理・解雇内部統制強化
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台湾：Q2.2リスク対策の業種別比較（製造、卸・商社、金融）

製造業において工程／工場の柔軟性向上、金融にてサイバーセキュリティ強化が上位に
入っていることは、リスクを具体的に捉え、対応を検討していることが示唆される

台湾全体 製造 卸・商社 金融

第1位 給与・処遇の見直し 37.1% 新商品・サービス開発 40.0% 組織再編

33.3%
(同率1位)

サイバーセキュリティ強化
66.7%

(同率1位)
第2位 危機管理体制強化

28.6%
(同率2位)

給与・処遇の見直し 30.0% 業務プロセスの標準化 危機管理体制強化

第3位 新商品・サービス開発
製造工程/工場の柔軟性
向上（例：緊急時の他工

場での代理製造）

20%
(同率3位)

給与・処遇の見直し 給与・処遇の見直し

33.3%
(同率3位)

第4位 組織再編

22.9%
(同率4位)

コスト削減 新商品・サービス開発 業務プロセスの標準化

第5位 人材育成計画の見直し サイバーセキュリティ強化 危機管理体制強化
25.0%

(同率5位)

内部統制強化

第6位 内部統制強化 採用計画の見直し 人材育成計画の見直し システムの見直し・導入

第7位 業務プロセスの標準化
20.0%

(同率7位)

システムの見直し・導入 システムの見直し・導入

16.7%
(同率7位)

組織再編

サイバーセキュリティ強化
第8位 システムの見直し・導入 工場の自動化

サプライヤー管理の高度化

第9位 サイバーセキュリティ強化 17.1%
企業戦略の見直し

第10位 企業戦略の見直し 14.3% 内部統制強化
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ミャンマー：Q2.2リスク対策の業種別比較（製造、卸・商社、金融）

（参考）ミャンマー全体と同様、各産業業でも企業戦略の見直しが重要なリスク対策とし
て認識されており、各社の置かれている状況が示唆される

ミャンマー全体 製造 卸・商社 金融

第1位 企業戦略の見直し 80.0% 企業戦略の見直し
100.0%

(同率1位)

※データなし 企業戦略の見直し 100.0%

第2位 内部統制強化 60.0% 内部統制強化 組織再編

50.0%
(同率2位)

第3位 組織再編
40.0%

(同率3位)

給与・処遇の見直し
50.0%

(同率3位)

危機管理体制強化

第4位 危機管理体制強化 危機管理体制強化 採用計画の見直し

第5位 人材育成計画の見直し

20.0%
(同率5位)

※以降データなし 内部統制強化

第6位 給与・処遇の見直し ※以降データなし

第7位 採用計画の見直し

第8位 事業・拠点撤退

※サンプル数が少ないため参考値
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インド：Q2.2リスク対策の業種別比較（製造、卸・商社、金融）

製造業において、インド全体の一位である給与・処遇の見直しと同率でコスト削減が一位
になり、4位にも業務プロセスの標準化が入る等、コスト関連の項目が目立つ

インド全体 製造 卸・商社 金融

第1位 給与・処遇の見直し 42.9% コスト削減 33.3%
（同率1
位）

新商品・サービス開発 100.0% 給与・処遇の見直し 100.0%

第2位 新商品・サービス開発 25.0%
（同率2
位）

給与・処遇の見直し 組織再編 50.0%
（同率2
位）

企業戦略の見直し 50.0%
（同率2
位）第3位 組織再編 新商品・サービス開発 25.0% 資金最適化 サステナビリティ戦略の見直

し・策定

第4位 内部統制強化 25.0% 業務プロセスの標準化 25.0% システムの見直し・導入 50.0% 業務プロセスの標準化 50.0%

第5位 業務プロセスの標準化 21.4% 企業戦略の見直し 25.0% 給与・処遇の見直し 50.0% 人材育成計画の見直し 50.0%

第6位 企業戦略の見直し 17.9% 内部統制強化 25.0% ※以降データなし ※以降データなし

第7位 コスト削減 17.9% 工場の自動化 25.0%

第8位 資金最適化 17.9% 組織再編 16.7%

第9位 工場の自動化 14.3% 人材育成計画の見直し 16.7%

第10位 人材育成計画の見直し 14.3% 資金最適化 16.7%
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タイ：Q3.1現在不足し改善に取り組んでいる機能(複数回答)

デジタル推進、新規事業開発、地域戦略立案が継続的に改善に取り組まれており、アジ
アにおけるタイの事業の位置づけが示唆されている

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

改善に取り組んでいる機能（タイ） 2022年度 2023年度
第1位 デジタル推進機能 41.7%(1) 39.8%

第2位 新規事業開発機能 29.2%(2) 37.3%

第3位 地域戦略立案機能 28.0%(3) 31.9%

第4位 セキュリティ推進機能 25.0%(4) 26.5%

第5位 内部監査機能 20.8%(5) 25.3%

第6位 統合リスク管理機能 13.7%(8) 22.3%

第7位 コンプライアンス推進機能 19.6%(6) 20.5%

第8位 ESG, サステナビリティ推進機能 17.3%(7) 19.3%

第9位 サードパーティーリスク管理（サプライヤー、ディラー等）機能 13.1%(9) 10.8%

第10位 その他 0.0%(10) 0.0%
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シンガポール：Q3.1現在不足し改善に取り組んでいる機能(複数回答)

地域戦略立案、デジタル推進、新規事業開発が継続的に改善に取り組まれており、さらに
セキュリティ推進に関する対応も順位をあげている

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

改善に取り組んでいる機能（シンガポール） 2022年度 2023年度
第1位 地域戦略立案機能 46.2%(1) 52.8%

第2位 デジタル推進機能 42.5%(2) 38.2%

第3位 新規事業開発機能 24.5%(3) 34.7%

第4位 セキュリティ推進機能 17.9%(6) 26.4%

第5位 コンプライアンス推進機能 22.6%(4)
24.3%

（同率5位）統合リスク管理機能 20.8%(5)

第7位 内部監査機能 9.4%(8)
18.1%

（同率7位）
ESG, サステナビリティ推進機能 12.3%(7)

第9位 サードパーティーリスク管理（サプライヤー、ディラー等）機能 9.4%(8) 12.5%

第10位 その他 0.0%(10) 0.0%
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インドネシア：Q3.1現在不足し改善に取り組んでいる機能(複数回答)

コンプライアンス推進、新規事業開発が継続的に改善に取り組まれており、さらに地域戦
略立案機能に関する対応も順位をあげている

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

改善に取り組んでいる機能（インドネシア） 2022年度 2023年度
第1位 コンプライアンス推進機能 47.1%(1) 40.1%

第2位 地域戦略立案機能 27.9%(5) 35.2%

第3位 新規事業開発機能 37.5%(3) 26.8%

第4位 デジタル推進機能 45.2%(2) 23.9%

第5位 統合リスク管理機能 31.7%(4) 20.4%

第6位 内部監査機能 25.0%(7) 19.7%

第7位 セキュリティ推進機能 27.9%(5) 15.5%

第8位 サードパーティーリスク管理（サプライヤー、ディラー等）機能 24.0%(8) 13.4%

第9位 ESG, サステナビリティ推進機能 19.2%(9) 9.2%

第10位 その他 0.0%(10) 0.0%
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マレーシア：Q3.1現在不足し改善に取り組んでいる機能(複数回答)

デジタル推進、新規事業開発、地域戦略立案が継続的に改善に取り組まれているが、新
規事業開発が順位を2位にあげている

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

改善に取り組んでいる機能（マレーシア） 2022年度 2023年度
第1位 デジタル推進機能 34.3%(1) 49.4%

第2位 新規事業開発機能 30.0%(3) 44.3%

第3位 地域戦略立案機能 32.9%(2) 39.2%

第4位 コンプライアンス推進機能 28.6%(4) 25.3%

第5位 セキュリティ推進機能 24.3%(5) 22.8%

第6位 内部監査機能 20.0%(6) 21.5%

第7位 サードパーティーリスク管理（サプライヤー、ディラー等）機能 14.3%(8) 19.0%

第8位 ESG, サステナビリティ推進機能 18.6%(7) 15.2%

第9位 統合リスク管理機能 12.9%(9) 10.1%

第10位 その他 0.0%(10) 0.0%
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ベトナム：Q3.1現在不足し改善に取り組んでいる機能(複数回答)

地域戦略立案、コンプライアンス推進が継続的に改善に取り組まれている一方で、新規事
業開発が順位を1位にあげていることから市場の変調が示唆されている

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

改善に取り組んでいる機能（ベトナム） 2022年度 2023年度
第1位 新規事業開発機能 23.3%(4) 46.9%

第2位 地域戦略立案機能
36.7%(2)

（同率2位）
40.6%

（同率2位）コンプライアンス推進機能

第4位 デジタル推進機能 40.0%(1) 37.5%

第5位 内部監査機能 13.3%(5)
25.0%

（同率5位）統合リスク管理機能 10.0%(8)

第7位 セキュリティ推進機能 13.3%(5)

15.6%
（同率7位）ESG, サステナビリティ推進機能 6.7%(9)

サードパーティーリスク管理（サプライヤー、ディラー等）機能 13.3%(5)

第10位 その他 0.0%(10) 0.0%
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フィリピン：Q3.1現在不足し改善に取り組んでいる機能(複数回答)

デジタル推進、新規事業開発が継続的に改善に取り組まれており、コンプライアンス推進
機能、内部監査といった管理面も上位にあがっている

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

改善に取り組んでいる機能（フィリピン） 2022年度 2023年度
第1位 デジタル推進機能 46.4%(1) 63.2%

第2位 コンプライアンス推進機能 25.0%(4) 52.6%

第3位 新規事業開発機能 28.6%(3)
36.8%

（同率3位）内部監査機能 21.4%(6)

第5位 ESG, サステナビリティ推進機能 7.1%(9) 31.6%

第6位 セキュリティ推進機能 21.4%(6) 21.1%

第7位 地域戦略立案機能 32.1%(2)

15.8%
（同率7位）統合リスク管理機能 25.0%(4)

サードパーティーリスク管理（サプライヤー、ディラー等）機能 14.3%(8)

第10位 その他 0.0%(10) 0.0%
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中国：Q3.1現在不足し改善に取り組んでいる機能(複数回答)

地域戦略立案、デジタル推進が継続的に改善に取り組まれており、新規事業開発も上位
にあがっているが、コンプライアンス推進に関する対応は劣後している

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

改善に取り組んでいる機能（中国） 2022年度 2023年度
第1位 地域戦略立案機能 50.4%(1) 49.4%

第2位 新規事業開発機能 25.6%(5) 40.0%

第3位 デジタル推進機能 34.9%(2) 34.4%

第4位 コンプライアンス推進機能 27.9%(3) 26.9%

第5位 内部監査機能 21.7%(7) 23.1%

第6位 統合リスク管理機能 26.4%(4) 22.5%

第7位 セキュリティ推進機能 24.0%(6) 20.6%

第8位 ESG, サステナビリティ推進機能 16.3%(9) 14.4%

第9位 サードパーティーリスク管理（サプライヤー、ディラー等）機能 17.8%(8) 13.1%

第10位 その他 0.0%(10) 0.0%
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台湾：Q3.1現在不足し改善に取り組んでいる機能(複数回答)

デジタル推進、地域戦略立案、セキュリティ推進について継続的に改善に取り組んでいる
一方で、統合リスク管理が昨年から大きく順位を下げている

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない

改善に取り組んでいる機能（台湾） 2022年度 2023年度
第1位 デジタル推進機能 34.0%(1) 48.6%

第2位 新規事業開発機能 28.3%(5) 42.9%

第3位 地域戦略立案機能 34.0%(1)
34.3%

（同率3位）セキュリティ推進機能 32.1%(4)

第5位 コンプライアンス推進機能 20.8%(6) 31.4%

第6位 ESG,サステナビリティ推進機能 11.3%(9) 28.6%

第7位 内部監査機能 18.9%(7)
20.0%

（同率7位）統合リスク管理機能 34.0%(1)

第9位 サードパーティーリスク管理（サプライヤー、ディラー等）機能 15.1%(8) 8.6%

第10位 その他 0.0%(10) 0.0%
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ミャンマー：Q3.1現在不足し改善に取り組んでいる機能(複数回答)

（参考）地域戦略立案、コンプライアンス推進機能が継続的に改善に取り組まれている
一方で、内部監査機能については本年からTOP3にランクイン

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない
サンプル数が少ないため参考値

改善に取り組んでいる機能（ミャンマー） 2022年度 2023年度
第1位 地域戦略立案機能 51.6%(1)

80.0%
（同率1位）コンプライアンス推進機能 19.4%(3)

第3位 内部監査機能 12.9%(5) 60.0%

第4位 デジタル推進機能 22.6%(2)
40.0%

（同率4位）セキュリティ推進機能 12.9%(5)

第6位 新規事業開発機能 19.4%(3)

20.0%
（同率6位）統合リスク管理機能 12.9%(5)

サードパーティーリスク管理（サプライヤー、ディラー等）機能 12.9%(5)

第9位 ESG, サステナビリティ推進機能 6.5%(9) 0.0%

第10位 その他 0.0%(10) 0.0%
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インド：Q3.1現在不足し改善に取り組んでいる機能(複数回答)

他国・他地域と比較し、回答の分散が大きく、それぞれの割合の数値が小さいが、コンプラ
イアンス機能について改善に取り組んでいる点は今後注視が必要

注)複数回答可であるため年毎の合計が100%とならない
インドの2022年度のデータはなし

改善に取り組んでいる機能（インド） 2022年度 2023年度
第1位 コンプライアンス推進機能 ‐ 17.1%

第2位 地域戦略立案機能 ‐
14.3%

（同率2位）新規事業開発機能 ‐

第4位 デジタル推進機能 ‐
12.9%

（同率4位）内部監査機能 ‐

第6位 統合リスク管理機能 ‐ 11.4%

第7位 セキュリティ推進機能 ‐ 7.1%

第8位 ESG, サステナビリティ推進機能 ‐ 5.7%

第9位 サードパーティーリスク管理（サプライヤー、ディラー等）機能 ‐ 4.3%

第10位 その他 ‐ 0.0%
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タイ：Q3.2現在不足し改善に取り組んでいる機能の業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

順位は異なるものの、タイ全体と3つの産業業では、デジタル推進、加えて金融業では統合
リスク管理、セキュリティ推進が取り組まれている

タイ全体 製造 卸・商社 金融

第1位 デジタル推進機能 39.8% 新規事業開発機能 41.2% デジタル推進機能 62.1% デジタル推進機能

42.9%
（同率1
位）

第2位 新規事業開発機能 37.3% 地域戦略立案機能 36.3% 新規事業開発機能 44.8% 統合リスク管理機能

第3位 地域戦略立案機能 31.9% デジタル推進機能 35.3% 地域戦略立案機能 27.6% セキュリティ推進機能

第4位 セキュリティ推進機能 26.5% 内部監査機能 28.4% ESG, サステナビリティ推進機
能 24.1% 新規事業開発機能 28.6%

（同率4
位）第5位 内部監査機能 25.3% セキュリティ推進機能 27.5% 内部監査機能 20.7%

（同率5
位）

コンプライアンス推進機能

第6位 統合リスク管理機能 22.3% 統合リスク管理機能 24.5% セキュリティ推進機能 内部監査機能
14.3%
（同率6
位）第7位 コンプライアンス推進機能 20.5% ESG, サステナビリティ推進機

能 21.6% コンプライアンス推進機能 13.8%
サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能

第8位 ESG, サステナビリティ推進機
能 19.3% コンプライアンス推進機能 20.6% 統合リスク管理機能 10.3% ※以降データなし

第9位
サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
10.8%

サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
13.7%

サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
6.9%

アジア進出日系企業におけるリスクマネジメントおよび不正の実態調査 年版202378



© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

シンガポール：Q3.2現在不足し改善に取り組んでいる機能の業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

3つの産業業ではデジタル推進、地域戦略立案について改善が取り組まれており、加えて
金融業ではセキュリティ推進が取り組まれている

シンガポール全体 製造 卸・商社 金融

第1位 地域戦略立案機能 52.8% 地域戦略立案機能 51.9% 地域戦略立案機能 65.0% セキュリティ推進機能 40.0%

第2位 デジタル推進機能 38.2% 新規事業開発機能 33.3% デジタル推進機能 47.5%
（同率2
位）

デジタル推進機能 36.0%

第3位 新規事業開発機能 34.7% デジタル推進機能 29.6% 新規事業開発機能 地域戦略立案機能 32.0%
（同率3
位）第4位 セキュリティ推進機能 26.4% ESG, サステナビリティ推進

機能 14.8%
（同率4
位）

コンプライアンス推進機能
32.5%
（同率4
位）

新規事業開発機能

第5位 コンプライアンス推進機能 24.3%
（同率5
位）

サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
統合リスク管理機能 統合リスク管理機能 28.0%

第6位 統合リスク管理機能 コンプライアンス推進機能

11.1%
（同率6
位）

セキュリティ推進機能 22.5% コンプライアンス推進機能 20.0%
（同率6
位）第7位 内部監査機能

18.1%
（同率7
位）

内部監査機能 ESG, サステナビリティ推進
機能 20.0% 内部監査機能

第8位 ESG, サステナビリティ推進
機能 統合リスク管理機能

サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
15.0% ESG, サステナビリティ推進

機能 16.0%

第9位
サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
12.5% セキュリティ推進機能 内部監査機能 12.5%

サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
12.0%
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インドネシア：Q3.2現在不足し改善に取り組んでいる機能の業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

インドネシア全体と同様に、3つの産業業においてもコンプライアンス推進について改善が取
り組まれている

インドネシア全体 製造 卸・商社 金融

第1位 コンプライアンス推進機能 40. 1% コンプライアンス推進機能 44.1% 新規事業開発機能 41.2%
（同率1
位）

地域戦略立案機能 50.0%
（同率1
位）第2位 地域戦略立案機能 35.2% 地域戦略立案機能 33.8% コンプライアンス推進機能 新規事業開発機能

第3位 新規事業開発機能 26.8% デジタル推進機能

23.5%
（同率3
位）

地域戦略立案機能 35.3%
（同率3
位）

コンプライアンス推進機能 25.0%

第4位 デジタル推進機能 23.9% 新規事業開発機能 デジタル推進機能 デジタル推進機能 16.7%

第5位 統合リスク管理機能 20.4% 内部監査機能 統合リスク管理機能
29.4%
（同率5
位）

統合リスク管理機能

8.3%
（同率5
位）

第6位 内部監査機能 19.7% 統合リスク管理機能 22.1%
サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
セキュリティ推進機能

第7位 セキュリティ推進機能 15.5% セキュリティ推進機能 13.2% セキュリティ推進機能 17.6%
サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能

第8位
サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
13.4% ESG, サステナビリティ推進機

能 11.8% ESG, サステナビリティ推進機
能 11.8% ※以降データなし

第9位 ESG, サステナビリティ推進機
能 9.2%

サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
10.3% 内部監査機能 5.9%
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フィリピン：Q3.2現在不足し改善に取り組んでいる機能の業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

ESGがフィリピン全体では5位だが製造・金融業ではTOP3に入っており、改善が取り組まれて
いる

フィリピン全体 製造 卸・商社 金融

第1位 デジタル推進機能 63.2% コンプライアンス推進機能 66.7% デジタル推進機能

60.0%
（同率1
位）

デジタル推進機能 100.0%

第2位 コンプライアンス推進機能 52.6% 内部監査機能 50.0% 新規事業開発機能 統合リスク管理機能

66.7%
（同率2
位）

第3位 新規事業開発機能
36.8%
（同率3
位）

デジタル推進機能
33.3%
（同率3
位）

コンプライアンス推進機能 ESG, サステナビリティ推進
機能

第4位 内部監査機能 ESG, サステナビリティ推進
機能 地域戦略立案機能

20.0%
（同率4
位）

サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー

等）機能

第5位 ESG, サステナビリティ推進機
能 31.6% 地域戦略立案機能

16.7%
（同率5
位）

内部監査機能 新規事業開発機能

33.3%
（同率5
位）

第6位 セキュリティ推進機能 21.1% 新規事業開発機能 セキュリティ推進機能 コンプライアンス推進機能

第7位 地域戦略立案機能

15.8%
（同率7
位）

統合リスク管理機能 ESG, サステナビリティ推進機
能 内部監査機能

第8位 統合リスク管理機能
サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
※以降データなし セキュリティ推進機能

第9位
サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
※以降データなし ※以降データなし
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ベトナム：Q3.2現在不足し改善に取り組んでいる機能の業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

卸・商社業では、デジタル推進が2位に入っており、他の業種よりも本項目が注視され改善
に取り組まれている

ベトナム全体 製造 卸・商社 金融

第1位 新規事業開発機能 46.9% 新規事業開発機能 47.8% 地域戦略立案機能 60.0% コンプライアンス推進機能 100.0%
（同率1
位）第2位 地域戦略立案機能 40.6%

（同率2
位）

コンプライアンス推進機能 43.5% デジタル推進機能 40.0%
（同率2
位）

統合リスク管理機能

第3位 コンプライアンス推進機能 地域戦略立案機能 39.1% 新規事業開発機能 ※以降データなし

第4位 デジタル推進機能 37.5% デジタル推進機能 34.8% コンプライアンス推進機能

20.0%
（同率4
位）

第5位 内部監査機能 25.0%
（同率5
位）

内部監査機能 26.1% 内部監査機能

第6位 統合リスク管理機能 統合リスク管理機能 21.7% セキュリティ推進機能

第7位 セキュリティ推進機能

15.6%
（同率7
位）

セキュリティ推進機能

17.4%
（同率7
位）

※以降データなし

第8位 ESG, サステナビリティ推進機
能

ESG, サステナビリティ推進機
能

第9位
サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能

サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
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マレーシア：Q3.2現在不足し改善に取り組んでいる機能の業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

昨年同様、順位は異なるものの、マレーシア全体と3つの産業業では、デジタル推進、地域
戦略立案、新規事業開発について改善が取り組まれている傾向がある

マレーシア全体 製造 卸・商社 金融

第1位 デジタル推進機能 49.4% デジタル推進機能 48.0% デジタル推進機能 84.6% 新規事業開発機能 100.0%

第2位 新規事業開発機能 44.3% 新規事業開発機能 36.0% 新規事業開発機能 61.5% 地域戦略立案機能
50.0%
（同率2
位）

第3位 地域戦略立案機能 39.2% 地域戦略立案機能 32.0% 地域戦略立案機能 53.8% デジタル推進機能

第4位 コンプライアンス推進機能 25.3% コンプライアンス推進機能 28.0% コンプライアンス推進機能

23.1%
（同率4
位）

内部監査機能

第5位 セキュリティ推進機能 22.8% セキュリティ推進機能 22.0% 内部監査機能 ※以降データなし

第6位 内部監査機能 21.5% 内部監査機能 20.0% セキュリティ推進機能

第7位
サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
19.0% ESG, サステナビリティ推進

機能 18.0%
（同率7
位）

サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能

第8位 ESG, サステナビリティ推進
機能 15.2%

サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
統合リスク管理機能 7.7%

第9位 統合リスク管理機能 10.1% 統合リスク管理機能 12.0% ※以降データなし
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台湾：Q3.2現在不足し改善に取り組んでいる機能の業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

卸・商社ならびに金融にて地域戦略立案機能、製造業においてESGが1位になっていること
は注視すべき傾向である

台湾全体 製造 卸・商社 金融

第1位 デジタル推進機能 48.6% 新規事業開発機能 50.0%
（同率1
位）

地域戦略立案機能 58.3%
（同率1
位）

地域戦略立案機能

66.7%
（同率1
位）

第2位 新規事業開発機能 42.9% ESG, サステナビリティ推進
機能 デジタル推進機能 デジタル推進機能

第3位 地域戦略立案機能
34.3%
（同率3
位）

コンプライアンス推進機能 40.0% セキュリティ推進機能 50.0% セキュリティ推進機能

第4位 セキュリティ推進機能 デジタル推進機能 30.0% 新規事業開発機能 41.7%
サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー

等）機能
33.3%

第5位 コンプライアンス推進機能 31.4% 地域戦略立案機能

20.0%
（同率5
位）

コンプライアンス推進機能

33.3%
（同率5
位）

※以降データなし

第6位 ESG, サステナビリティ推進機
能 28.6% 統合リスク管理機能 内部監査機能

第7位 内部監査機能 20.0%
（同率7
位）

セキュリティ推進機能 ESG, サステナビリティ推進機
能

第8位 統合リスク管理機能 内部監査機能 10.0% 統合リスク管理機能 16.7%

第9位
サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
8.6% ※以降データなし

サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
8.3%
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中国：Q3.2現在不足し改善に取り組んでいる機能の業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

3つの産業業では順位は異なるものの、TOP3内にてデジタル推進について改善が取り組ま
れている

中国全体 製造 卸・商社 金融

第1位 地域戦略立案機能 49.4% 地域戦略立案機能 51.6% 地域戦略立案機能 51.6% デジタル推進機能 66.7%

第2位 新規事業開発機能 40.0% デジタル推進機能 37.9% 新規事業開発機能 45.2% コンプライアンス推進機能 50.0%

第3位 デジタル推進機能 34.4% 新規事業開発機能 35.8% デジタル推進機能 35.5% 新規事業開発機能

33.3%
（同率3
位）

第4位 コンプライアンス推進機能 26.9% コンプライアンス推進機能 27.4% セキュリティ推進機能 32.3% ESG, サステナビリティ推進
機能

第5位 内部監査機能 23.1% 統合リスク管理機能 21.1% コンプライアンス推進機能 25.8%
（同率5
位）

サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー

等）機能

第6位 統合リスク管理機能 22.5% 内部監査機能 18.9%
（同率6
位）

統合リスク管理機能 地域戦略立案機能

16.7%
（同率6
位）

第7位 セキュリティ推進機能 20.6% セキュリティ推進機能 内部監査機能 19.4% 内部監査機能

第8位 ESG, サステナビリティ推進機
能 14.4% ESG, サステナビリティ推進機

能 13.7% ESG, サステナビリティ推進機
能

12.9%

統合リスク管理機能

第9位
サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
13.1%

サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
11.6%

サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
セキュリティ推進機能
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インド：Q3.2現在不足し改善に取り組んでいる機能の業種別（製造、卸・商社、金融）の比較結果

インドにおいては業種によって現在不足し改善に取り組んでいる項目が幅広く分散している
状況

インド全体 製造 卸・商社 金融

第1位 コンプライアンス推進機能 17.1% デジタル推進機能 26.3% 地域戦略立案機能 50.0%
（同率1
位）

新規事業開発機能 25.0%
（同率1
位）第2位 地域戦略立案機能 14.3%

（同率2
位）

コンプライアンス推進機能 15.8%
（同率2
位）

新規事業開発機能 コンプライアンス推進機能

第3位 新規事業開発機能 統合リスク管理機能 ※以降データなし 地域戦略立案機能

12.5%
（同率3
位）

第4位 デジタル推進機能 12.9%
（同率4
位）

地域戦略立案機能

10.5%
（同率4
位）

内部監査機能

第5位 内部監査機能 新規事業開発機能 統合リスク管理機能

第6位 統合リスク管理機能 11.4% 内部監査機能 ESG, サステナビリティ推進
機能

第7位 セキュリティ推進機能 7.1% セキュリティ推進機能 5.3%
（同率7
位）

※以降データなし

第8位 ESG, サステナビリティ推進機
能 5.7% ESG, サステナビリティ推進機

能

第9位
サードパーティーリスク管理
（サプライヤー、ディラー等）

機能
4.3% ※以降データなし
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【Appendix 2】
アジア各国・地域における不正の発生状況
1. 不正の種類
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5.6%

1.5%

2.0%

1.5%

2.0%

8.6%

5.1%

9.1%

6.1%

11.6%

9.6%

21.2%

9.6%

27.8%

29.3%

26.3%

4.8%

1.8%

0.0%

3.6%

1.8%

3.6%

4.2%

9.5%

8.3%

8.9%

13.7%

22.6%

13.1%

25.0%

26.8%

23.8%

0.9%

1.3%

1.7%

2.2%

2.2%

3.5%

5.2%

7.0%

7.4%

9.1%

11.3%

15.2%

15.2%

23.5%

23.5%

28.3%

0% 10% 20% 30% 40%

費用・収益期間帰属操作

小切手に関する不正支払

負債・費用の隠蔽

談合・カルテル

不適切な資産評価等

給与に関する不正支払

不適切な収益認識

売上入金に関する不正

その他

違法な利益相反

現預金の窃盗

賄賂

情報の不正利用、不正な報告

購買に関する不正支払

在庫・その他資産横領

経費に関する不正支払

2023

2022

2021

不正の種類 (複数回答)

順位は昨年と異なるものの、経費に関する不正支払が最も多く、次いで在庫・その他資産
横領、購買に関する不正支払が上位の傾向は変わらないが、賄賂は減少

アジア
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2.6%

5.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.1%

12.8%

5.1%

5.1%

7.7%

7.7%

2.6%

33.3%

33.3%

23.1%

0.0%

2.7%

0.0%

0.0%

5.4%

2.7%

2.7%

10.8%

8.1%

2.7%

13.5%

16.2%

5.4%

27.0%

24.3%

18.9%

0.0%

3.4%

1.7%

1.7%

5.2%

3.4%

1.7%

6.9%

8.6%

12.1%

19.0%

10.3%

12.1%

10.3%

36.2%

22.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

費用・収益期間帰属操作

小切手に関する不正支払

負債・費用の隠蔽

談合・カルテル

不適切な資産評価等

給与に関する不正支払

不適切な収益認識

売上入金に関する不正

その他

違法な利益相反

現預金の窃盗

賄賂

情報の不正利用、不正な報告

購買に関する不正支払

在庫・その他資産横領

経費に関する不正支払

2023

2022

2021

在庫・その他資産横領の割合が本年首位となっており、製造業の多いタイでは注視しべき
状況

タイ不正の種類 (複数回答)
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在庫・その他資産横領、経費に関する不正支払に加え、本年伸長した現預金の窃盗が目
立つ

シンガポール不正の種類 (複数回答)

12.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

6.3%

12.5%

0.0%

6.3%

25.0%

6.3%

18.8%

12.5%

43.8%

43.8%

37.5%

11.1%

5.6%

0.0%

5.6%

0.0%

0.0%

5.6%

22.2%

16.7%

16.7%

5.6%

16.7%

27.8%

27.8%

5.6%

22.2%

4.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

4.2%

16.7%

12.5%

0.0%

4.2%

8.3%

4.2%

29.2%

25.0%

12.5%

25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

費用・収益期間帰属操作

小切手に関する不正支払

負債・費用の隠蔽

談合・カルテル

不適切な資産評価等

給与に関する不正支払

不適切な収益認識

売上入金に関する不正

その他

違法な利益相反

現預金の窃盗

賄賂

情報の不正利用、不正な報告

購買に関する不正支払

在庫・その他資産横領

経費に関する不正支払

2023

2022

2021
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2.6%

0.0%

7.7%

2.6%

5.1%

10.3%

2.6%

7.7%

10.3%

12.8%

17.9%

20.5%

12.8%

23.1%

23.1%

28.2%

6.7%

3.3%

0.0%

6.7%

0.0%

3.3%

0.0%

10.0%

6.7%

10.0%

23.3%

16.7%

13.3%

16.7%

40.0%

43.3%

2.2%

0.0%

2.2%

4.4%

2.2%

4.4%

4.4%

6.7%

4.4%

2.2%

6.7%

22.2%

15.6%

33.3%

13.3%

31.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

費用・収益期間帰属操作

小切手に関する不正支払

負債・費用の隠蔽

談合・カルテル

不適切な資産評価等

給与に関する不正支払

不適切な収益認識

売上入金に関する不正

その他

違法な利益相反

現預金の窃盗

賄賂

情報の不正利用、不正な報告

購買に関する不正支払

在庫・その他資産横領

経費に関する不正支払

2023

2022

2021

賄賂に加え、不正支払についても経費、購買共に高い割合となっており、より高度な内部
統制が必要

インドネシア不正の種類 (複数回答)
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12.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

12.5%

12.5%

0.0%

0.0%

12.5%

12.5%

12.5%

25.0%

37.5%

37.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

28.6%

0.0%

14.3%

0.0%

14.3%

14.3%

0.0%

14.3%

57.1%

0.0%

0.0%

6.3%

0.0%

0.0%

6.3%

6.3%

0.0%

6.3%

6.3%

12.5%

12.5%

6.3%

6.3%

12.5%

56.3%

6.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

費用・収益期間帰属操作

小切手に関する不正支払

負債・費用の隠蔽

談合・カルテル

不適切な資産評価等

給与に関する不正支払

不適切な収益認識

売上入金に関する不正

その他

違法な利益相反

現預金の窃盗

賄賂

情報の不正利用、不正な報告

購買に関する不正支払

在庫・その他資産横領

経費に関する不正支払

2023

2022

2021

在庫・その他資産横領が多い傾向が続き為、今後、在庫その他資産に関する管理・統制
が必要

マレーシア不正の種類 (複数回答)
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3.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

14.3%

0.0%

17.9%

0.0%

14.3%

14.3%

28.6%

7.1%

28.6%

32.1%

14.3%

0.0%

0.0%

0.0%

9.1%

9.1%

0.0%

9.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

36.4%

45.5%

27.3%

18.2%

0.0%

0.0%

0.0%

11.1%

0.0%

0.0%

11.1%

0.0%

11.1%

11.1%

11.1%

22.2%

0.0%

33.3%

33.3%

11.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

費用・収益期間帰属操作

小切手に関する不正支払

負債・費用の隠蔽

談合・カルテル

不適切な資産評価等

給与に関する不正支払

不適切な収益認識

売上入金に関する不正

その他

違法な利益相反

現預金の窃盗

賄賂

情報の不正利用、不正な報告

購買に関する不正支払

在庫・その他資産横領

経費に関する不正支払

2023

2022

2021

賄賂の割合が減少しており、購買に関する不正支払、在庫・その他資産横領が同率となり、
傾向の変化が見られる

ベトナム不正の種類 (複数回答)
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11.1%

5.6%

5.6%

0.0%

0.0%

16.7%

5.6%

5.6%

16.7%

5.6%

16.7%

11.1%

5.6%

11.1%

38.9%

16.7%

20.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

20.0%

0.0%

0.0%

40.0%

20.0%

20.0%

20.0%

20.0%

20.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

25.0%

25.0%

25.0%

50.0%

0.0%

25.0%

25.0%

25.0%

37.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

費用・収益期間帰属操作

小切手に関する不正支払

負債・費用の隠蔽

談合・カルテル

不適切な資産評価等

給与に関する不正支払

不適切な収益認識

売上入金に関する不正

その他

違法な利益相反

現預金の窃盗

賄賂

情報の不正利用、不正な報告

購買に関する不正支払

在庫・その他資産横領

経費に関する不正支払

2023

2022

2021

フィリピン不正の種類 (複数回答)

現預金の窃盗の割合が最も多い傾向が続くため、今後、現金の取り扱いに関する管理・
統制が必要
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7.3%

0.0%

0.0%

4.9%

4.9%

7.3%

4.9%

4.9%

0.0%

14.6%

0.0%

34.1%

12.2%

31.7%

22.0%

39.0%

4.9%

0.0%

0.0%

2.4%

0.0%

4.9%

4.9%

4.9%

7.3%

17.1%

4.9%

31.7%

9.8%

19.5%

31.7%

19.5%

0.0%

0.0%

2.0%

2.0%

0.0%

4.0%

6.0%

6.0%

2.0%

10.0%

0.0%

26.0%

14.0%

32.0%

14.0%

42.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

費用・収益期間帰属操作

小切手に関する不正支払

負債・費用の隠蔽

談合・カルテル

不適切な資産評価等

給与に関する不正支払

不適切な収益認識

売上入金に関する不正

その他

違法な利益相反

現預金の窃盗

賄賂

情報の不正利用、不正な報告

購買に関する不正支払

在庫・その他資産横領

経費に関する不正支払

2023

2022

2021

不正支払については経費、購買共に高い割合となっており、より高度な内部統
制が必要

中国不正の種類 (複数回答)
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0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

33.3%

0.0%

0.0%

33.3%

0.0%

0.0%

16.7%

16.7%

0.0%

0.0%

0.0%

10.0%

0.0%

0.0%

10.0%

0.0%

10.0%

0.0%

0.0%

0.0%

10.0%

10.0%

10.0%

20.0%

20.0%

20.0%

20.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

14.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

57.1%

14.3%

14.3%

28.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

費用・収益期間帰属操作

小切手に関する不正支払

負債・費用の隠蔽

談合・カルテル

不適切な資産評価等

給与に関する不正支払

不適切な収益認識

売上入金に関する不正

その他

違法な利益相反

現預金の窃盗

賄賂

情報の不正利用、不正な報告

購買に関する不正支払

在庫・その他資産横領

経費に関する不正支払

2023

2022

2021

情報の不正利用、不正な報告が急激に伸長しており、今後、情報の取り扱いについて慎
重な対応が必要

台湾不正の種類 (複数回答)
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0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

11.1%

0.0%

22.2%

22.2%

0.0%

44.4%

11.1%

0.0%

55.6%

0.0%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

50.0%

0.0%

0.0%

0.0%

25.0%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

費用・収益期間帰属操作

小切手に関する不正支払

負債・費用の隠蔽

談合・カルテル

不適切な資産評価等

給与に関する不正支払

不適切な収益認識

売上入金に関する不正

その他

違法な利益相反

現預金の窃盗

賄賂

情報の不正利用、不正な報告

購買に関する不正支払

在庫・その他資産横領

経費に関する不正支払

2023

2022

（参考）現預金の窃盗が首位、二位が在庫・その他資産横領であり、現在の経済状況
の影響が推測される状況

ミャンマー不正の種類 (複数回答)

※ミャンマーの2021年度のデータはなし
サンプル数が少ないため参考値
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0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

22.2%

11.1%

11.1%

22.2%

11.1%

0.0%

33.3%

22.2%

11.1%

11.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

33.3%

16.7%

33.3%

0.0%

50.0%

16.7%

16.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

費用・収益期間帰属操作

小切手に関する不正支払

負債・費用の隠蔽

談合・カルテル

不適切な資産評価等

給与に関する不正支払

不適切な収益認識

売上入金に関する不正

その他

違法な利益相反

現預金の窃盗

賄賂

情報の不正利用、不正な報告

購買に関する不正支払

在庫・その他資産横領

経費に関する不正支払

2023

2021

購買の不正支払、賄賂、利益相反等の不正が極めて目立つ状態であり、今後とも注視が
必要

インド不正の種類 (複数回答)

※インドの2022年度のデータはなし
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